
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５期日野市高齢者福祉総合計画 

（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料（1）-④ 



 
 

  



 
 

 

内容 

第１章    計画の策定にあたって ........................ 1 

１ 計画策定の趣旨と背景 ............................................................... 1 

２ 計画の性格と位置付け ............................................................... 2 

（１）根拠法令等 ..................................................................... 2 

（２）関連計画との関係 ............................................................... 3 

（３）計画の期間 ..................................................................... 4 

３ 介護保険制度を取り巻く主な制度改正 ................................................. 5 

４ ＳＤＧｓを踏まえた施策の推進 ....................................................... 8 

５ 計画の策定体制 ..................................................................... 9 

（１）介護保険運営協議会による検討 ................................................... 9 

（２）計画策定への市民参加 ........................................................... 9 

（３）パブリックコメントの実施 ...................................................... 10 

第２章    高齢者を取り巻く環境 ....................... 11 

１ 人口・世帯等 ...................................................................... 11 

（１）人口 .......................................................................... 11 

（２） 世帯数 ...................................................................... 14 

２ 日野市の介護保険事業を取り巻く状況 ................................................ 15 

（１）日野市の介護保険給付サービスの特徴 ............................................ 15 

（２）財政状況・財政見通し .......................................................... 24 

（３）日常生活圏域 .................................................................. 25 

３ 第４期の施策の実施状況 ............................................................ 27 

柱１ 複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの構築 ............................ 27 

柱２ 介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実 .......................... 28 

柱３ 医療と介護との有機的なネットワークの構築 ...................................... 29 

柱４ 認知症や軽度認知障害（MCI）の当事者とその家族を支える 仕組みの充実 ............ 29 

柱５ 高齢者が尊厳を保持し、健康で自立した生活を営むための 支援の充実 ............... 31 

柱６ 高齢者の安心・安全の確保 ...................................................... 31 

４ アンケート調査結果から見えるポイント .............................................. 32 

柱１ 複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの構築 ............................ 32 

柱２ 介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実 .......................... 33 

柱３ 医療と介護との有機的なネットワークの構築 ...................................... 34 

柱４ 認知症や軽度認知障害（ＭＣＩ）の当事者と その家族を支える仕組みの充実 ......... 38 

柱５ 高齢者が尊厳を保持し、健康で自立した生活を 営むための支援の充実 ............... 39 

柱６ 高齢者の安心・安全の確保 ...................................................... 40 



 
 

５ 日野市の課題 ...................................................................... 41 

（１）地域包括ケアシステムの推進 .................................................... 41 

（２）介護保険事業の充実と担い手の確保 .............................................. 41 

（３）高齢者の健康づくりと介護予防・重症化予防の推進 ................................ 41 

（４）在宅療養体制の推進 ............................................................ 42 

（５）認知症高齢者と家族を支える仕組みの充実 ........................................ 42 

（６）高齢者がいきがいを持って安全・安心して暮らすことが できるまちづくり ........... 42 

第３章    計画の基本的な考え方 ....................... 43 

１ 本市の目指すべき姿 ................................................................ 43 

２ 基本理念 .......................................................................... 43 

（１）高齢者の尊厳の保持と自立した生活を支援します。 ................................ 43 

（２）総合的な地域包括ケアシステムを進めます。 ...................................... 43 

（３）持続可能な支え合いの仕組みづくりを推進します。 ................................ 44 

３ 施策の柱 .......................................................................... 44 

（１）複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの推進 ............................ 44 

（２）介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実 .......................... 44 

（３）高齢者のフレイル予防と介護予防の推進 .......................................... 45 

（４）在宅療養体制の推進 ............................................................ 45 

（５）認知症の当事者とその家族を「共生」と「予防」の両面で支える 仕組みの充実 ....... 45 

（６）高齢者が尊厳を保持し、いきがいを持って安全・安心して 暮らせる支援の充実 ....... 46 

４ 高齢者施策の体系 .................................................................. 47 

第４章    高齢者施策の展開と管理目標 ................. 48 

１ 個別事業の今後の方針 .............................................................. 48 

柱１：複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの推進 ............................ 48 

柱２：介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実 .......................... 54 

柱３：高齢者のフレイル予防と介護予防の推進 .......................................... 60 

柱４：在宅療養体制の推進 ............................................................ 63 

柱５：認知症の当事者とその家族を「共生」と「予防」の両面で支える仕組みの充実 ........ 67 

柱６：高齢者が尊厳を保持し、いきがいを持って安全・安心して暮らせる支援の充実 ........ 72 

 

 

 

 

 



 
1 

 

第 章    計画の策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の趣旨と背景 

わが国の高齢者人口（65歳以上の人口）は近年一貫して増加を続けており、2022年

（令和４年）の高齢化率は29.0％となっています。また、2025年（令和７年）にはい

わゆる団塊世代が75歳以上となり、国民の４人に１人が後期高齢者という超高齢化社

会を迎えることが見込まれます。全国でみれば、65歳以上人口は2040年（令和22年）

まで、75歳以上人口は2055年（令和37年）まで増加傾向が続きます。そして要介護認

定率や介護給付費が急増する85歳以上人口は2035年（令和17年）まで75歳以上人口を

上回る勢いで増加し、2060年（令和42年）頃まで増加傾向が続くことが見込まれます。 

一方で、生産年齢人口は減少していくことが見込まれ、今後、急激に高齢化が進行

する地域もあれば、高齢化がピークを越える地域もあるなど、人口構成の変化や介護

ニーズ等の動向は地域ごとに異なります。こうした地域ごとの中長期的な人口動態や

介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情

に応じて、地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性

の向上を図るための具体的な取組内容や目標を、優先順位を検討した上で、介護保険

事業計画に定めることが重要です。 

本市では、令和３年３月に策定した「第４期日野市高齢者福祉総合計画」におい

て、目指すべき姿である「いつまでも安心して 自分らしく暮らせるまち 日野」の

実現に向け、高齢者が自らの能力と活力を十分に発揮し、住み慣れた地域で個人の尊

厳が守られながら自立した生活を送ることができる地域社会の構築を目指してきまし

た。このたび計画期間が満了したことから、国の第９期計画の基本指針に基づき、令

和６年度から令和８年度までの３年間を計画期間とする「第５期日野市高齢者福祉総

合計画」（以下「本計画」という。）を策定します。 
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２ 計画の性格と位置付け 

（１）根拠法令等  

「日野市高齢者福祉総合計画」は、「老人福祉計画」「介護保険事業計画」が含まれ

ています。 

老人福祉計画は、老人福祉法第20条の８の規定による市町村老人福祉計画で、本市

において確保すべき高齢者福祉事業の量の目標を定め、供給体制の確保を図るもので

す。 

介護保険事業計画は、介護保険法第117条の規定による市町村介護保険事業計画

で、本市における要介護者等の人数、要介護者のサービスの利用意向等を勘案し、必

要なサービス量を見込み、介護サービスを提供する体制を確保する等、介護保険事業

に係る保険給付の円滑な実施に資することを目的としたものです。 

なお、両計画は、密接な関連性を持つことから一体のものとして定めることとされ

ています。 

 

◆第９期介護保険事業の基本指針の基本的な考え方 

１．介護サービス基盤の計画的な整備 

①地域の実情に応じたサービス基盤の整備 

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サー

ビス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に応じ

て介護サービス基盤を計画的に確保していくことが必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率的か

つ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みをサービス提供事業者を含め、地域の関係者と

共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

 

②在宅サービスの充実 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅サービ

スの整備を推進することが重要 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小

規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービスの

更なる普及 
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２．地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

①地域共生社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり得るも

のであり、制度・分野の枠や「支える側」「支えられる側」という関係を超えて、

地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点から、

総合事業の充実を推進 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るとともに、重

層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談支援等を担う

ことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深めるこ

とが重要 

 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進める 

ための医療・介護情報基盤を整備 

 

③保険者機能の強化 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

 

３．地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善によ

る離職防止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施施策を総合的に推進 

 

 

（２）関連計画との関係  

本計画は「日野地域未来ビジョン2030」及び「日野市地域福祉計画」を上位計画と

する福祉分野の計画であり、「障害者保健福祉ひの６か年プラン」、「第７期日野市障

害福祉計画・第３期日野市障害児福祉計画」、「『日野人げんき！』プラン」等本市が

策定する他の計画との整合を図って策定しています。 

また，東京都が策定する「東京都高齢者保健福祉計画」、「東京都保健医療計画」と

の連携を図って策定しています。 
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（３）計画の期間  

本計画の期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間です。 

また、高齢者人口がピークを迎え、介護サービスの需要の増加・多様化が想定され

るとともに、現役世代が急減する令和22年（2040年）を見据えた中長期的な視点を持

ち、法制度の改正や社会情勢等の状況に応じて見直し・改善を図ります。 

 
 

令和 
３年度 

（2021） 

令和 
４年度 

（2022） 

令和 
５年度 

（2023） 

令和 
６年度 

（2024） 

令和 
７年度 

（2025） 

令和 
８年度 

（2026） 

令和 
９年度 

（2027） 

令和 
10 年度 

（2028） 

令和 
11 年度 

（2029） 

         

  

第５期日野市高齢者福祉 

総合計画 

2024～2026 

第６期日野市高齢者福祉 

総合計画 

2027～2029 

第４期日野市高齢者福祉 

総合計画 

2021～2023 

 
 

 

 

 

【 東京都 】 

 

 

第５期日野市高齢者福祉 

総合計画 

・障害者保健福祉ひの６か年プラン 

・第７期日野市障害福祉計画・ 

第３期日野市障害児福祉計画 

・「日野人げんき！」プラン 

 

・その他関連計画 

整合・連携 

日野市地域福祉計画 

日野地域未来ビジョン 2030 

【 国 】 

・国の基本指針 

・各種通知 

・認知症施策推進大綱 

整合 

・東京都高齢者保健福祉計画 

・東京都保健医療計画 

＜令和 22（2040）年までの見通し＞ 
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３ 介護保険制度を取り巻く主な制度改正 

令和２年（2020年）６月に可決成立した「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の

一部を改正する法律」は、地域共生社会の実現を図るため、市町村の包括的な支援体制の

整備の支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、医

療・介護のデータ基盤の整備の推進、介護人材確保及び業務効率化の取組みの強化などを

めざしたものとなっています。 

また、令和５年（2023年）６月に可決成立した「共生社会の実現を推進するための認知

症基本法」は、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認

知症施策を総合的かつ計画的に推進し、認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能

力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会

の実現を推進するものです。 

 

【地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律の主な内容】 

１．地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制の構築の支援

【社会福祉法、介護保険法】 

 

市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の抱える課題の解決のための

包括的な支援体制の整備を行う、新たな事業及びその財政支援等の規定を創設するとともに、関

係法律の規定の整備を行う。 

２．地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進 

【介護保険法、老人福祉法】 

 

①認知症施策の地域社会における総合的な推進に向けた国及び地方公共団体の努力義務を規定す

る。 

②市町村の地域支援事業における関連データの活用の努力義務を規定する。 

③介護保険事業（支援）計画の作成にあたり、当該市町村の人口構造の変化の見通しの勘案、高

齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）の設置状況の記載事項への

追加、有料老人ホームの設置状況に係る都道府県・市町村間の情報連携の強化を行う。 

３．医療・介護のデータ基盤の整備の推進 

【介護保険法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律】  

 

①介護保険レセプト等情報・要介護認定情報に加え、厚生労働大臣は、高齢者の状態や提供され

る介護サービスの内容の情報、地域支援事業の情報の提供を求めることができると規定する。 

②医療保険レセプト情報等のデータベース（NDB）や介護保険レセプト情報等のデータベース

（介護 DB）等の医療・介護情報の連結精度向上のため、社会保険診療報酬支払基金等が被保険

者番号の履歴を活用し、正確な連結に必要な情報を、安全性を担保しつつ提供することができ

ることとする。 

③社会保険診療報酬支払基金の医療機関等情報化補助業務に、当分の間、医療機関等が行うオン

ライン資格確認の実施に必要な物品の調達・提供の業務を追加する。 
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４．介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

【介護保険法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法等の一部を改正する法律】 

 

①介護保険事業（支援）計画の記載事項として、介護人材確保及び業務効率化の取組を追加する。  

②有料老人ホームの設置等に係る届出事項の簡素化を図るための見直しを行う。 

③介護福祉士養成施設卒業者への国家試験義務付けに係る現行５年間の経過措置を、さらに５年

間延長する。 

５．社会福祉連携推進法人制度の創設【社会福祉法】  

 
社会福祉事業に取り組む社会福祉法人や NPO 法人等を社員として、相互の業務連携を推進する社

会福祉連携推進法人制度を創設する。 

※令和３年（2021 年）４月１日（ただし、３②及び５は公布の日から２年を超えない範囲の政令で定める日、３③及び４③は公布日） 

 

【共生社会の実現を推進するための認知症基本法について】 

（社会保障審議会 介護保険部会（第107回） 令和５年７月10日） 

基本的施策 

１．認知症の人に関する国民の理解の増進等 

 
・国民が共生社会の実現の推進のために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関す

る正しい理解を深められるようにする施策 

２．認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進 

 

・認知症の人が自立して、かつ、安心して他の人々と共に暮らすことのできる安全な地域作りの

推進のための施策 

・認知症の人が自立した日常生活・社会生活を営むことができるようにするための施策 

３．認知症の人の社会参加の機会の確保等 

 

・認知症の人が生きがいや希望を持って暮らすことができるようにするための施策 

・若年性認知症の人（６５歳未満で認知症となった者）その他の認知症の人の意欲及び能力に応

じた雇用の継続、円滑な就職等に資する施策 

４．認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護 

 ・認知症の人の意思決定の適切な支援及び権利利益の保護を図るための施策 

５．健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等 

 

・認知症の人がその居住する地域にかかわらず等しくその状況に応じた適切な医療を受けること

ができるための施策 

・認知症の人に対し良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスを適時にかつ切れ目なく

提供するための施策 

・個々の認知症の人の状況に応じた良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが提供さ

れるための施策 
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６．相談体制の整備等 

 

・ 認知症の人又は家族等からの各種の相談に対し、個々の認知症の人の状況又は家族等の状況

にそれぞれ配慮しつつ総合的に応ずることができるようにするために必要な体制の整備 

・ 認知症の人又は家族等が孤立することがないようにするための施策 

７．研究等の推進等 

 

・認知症の本態解明、予防、診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法等の基礎研究

及び臨床研究、成果の普及 等 

・認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすための社会参加の在り方、他の人々と支え

合いながら共生できる社会環境の整備等の調査研究、成果の活用 等 

８．認知症の予防等 

 
・希望する者が科学的知見に基づく予防に取り組むことができるようにするための施策 

・早期発見、早期診断及び早期対応の推進のための施策 
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４ ＳＤＧｓを踏まえた施策の推進 

１.ＳＤＧｓとは 

「ＳＤＧｓ（エスディージーズ）＝Sustainable Development Goals」とは、「誰

一人残さない（leave no one behind）」持続可能でよりよい社会の実現を目指す世

界共通の目標で、平成27年（2015年）に国連のサミットで採択されました。令和12年

（2030年）を達成年度とし、17のゴールと169のターゲットから構成されています。 

 

２.ＳＤＧｓ未来都市に日野市が認定 

日野市は、令和元年（2019年）７月に東京都内では初の「ＳＤＧｓ未来都市」に選

定されました。令和12年（2030年）にあるべき姿を「市民・企業・行政との対話を通

した生活・環境課題産業化で実現する生活価値（ＱＯＬ）共創都市 日野」と定め、

今後日野市の政策立案にあたりＳＤＧｓの視点を組み入れつつ、郊外都市における社

会・経済・環境の統合的な変革モデルとなることを目指します。 

 

３.ＳＤＧｓと本計画の関係性 

本計画は、主に下記の「３すべての人に健康と福祉を」と「11住み続けられるまち

づくりを」「17.パートナーシップで目標を達成しよう」を目標（ゴール）として今後

事業を進めて参ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国連ガイドラインより 

 

日野市は持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）を推進しています。 
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５ 計画の策定体制 

（１）介護保険運営協議会による検討  

高齢者福祉事業・介護保険事業の運営には、幅広い関係者の協力を得て、地域の実

情に応じたものとすることが求められるため、保健・医療・福祉関係者等によって構

成する「日野市介護保険運営協議会」を設置しています。 

本計画の策定にあたって、「日野市介護保険運営協議会」において、各種施策等の計

画内容を協議・検討し、意見や要望の集約を図りました。 

 

（２）計画策定への市民参加  

本計画の策定にあたって、高齢者やその介護者の実態や課題、意見や要望等を把握

するために、一般高齢者を対象とした「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」（以下「ニ

ーズ調査」という。）及び在宅の要支援・要介護認定者を対象とした「在宅介護実態調

査」、介護保険事業所を対象とした「介護サービス提供事業者調査」を実施し、計画策

定の基礎資料としました。 

【調査期間】 

令和４年11月１日～令和４年11月30日 

【調査方法】 

郵送による配布・回収 

【調査対象と有効回収数】 

1 市民向け調査 

区  分 
① 介護予防・日常生活圏域ニーズ

調査 
② 在宅介護実態調査 

対象者 

（抽出調査） 

要介護者を除く市内 65歳以上の

方で、４つの日常生活圏域別に、

後期高齢者と前期高齢者をそれぞ

れ 250人ずつ無作為抽出 

（抽出調査） 

市内 65歳以上の要介護・要支援認

定者及びその介護者で、４つの日

常生活圏域別に、それぞれ 420人

ずつ無作為抽出 

配布数 2,000人 1,680人 

回収数 1,371人 1,004人 

有効回収数 1,368人 936人（介護者回答数 448人） 

有効回収率 68.4％ 55.7％ 
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2 事業所向け調査 

区  分 
③ 居宅介護支援事

業所等調査 

④ サービス提供主体調

査（介護保険サービス

提供事業者） 

⑤ サービス提供主

体調査（医療機

関） 

対象者 

（全数調査） 

市内の居宅介護支援

事業所及び・地域包

括支援センター 

（全数調査） 

市内の介護保険サービス

提供事業者 

（抽出調査） 

市内の医療機関の中

から地域間バランス

を考慮し、内科、整

形外科、及び精神科

を抽出 

配布数 45事業所 150事業所 50事業所 

有効回収数 34事業所 96事業所 27事業所 

有効回収率 75.6％ 64.0％ 54.0％ 

 

 

（３）パブリックコメントの実施  

より多くの市民の意見を反映させるため、令和●年●月●日から令和●年●月●日

までパブリックコメントを実施しました。 
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第２章    高齢者を取り巻く環境 

 

 

 

１ 人口・世帯等 

（１）人口  

① 現在の人口 

日野市の人口動態をみると、令和３年まではゆるやかな増加傾向にありましたが、

令和４年から令和５年では減少に転じ、令和５年１月には187,254人となっています。 

人口構成をみると、高齢化率は横ばいで推移しているものの、後期高齢者比率は上

昇が続いており、令和５年１月では14.2％と、７人に１人が後期高齢者となっていま

す。 

 

人口と高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳人口（日野市）各年 1 月 
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また、国勢調査の年齢区分別人口をみると、前期高齢者、後期高齢者ともに増加傾

向が続いており、平成12年から令和２年にかけての20年間で、前期高齢者人口は1.4倍、

後期高齢者人口は2.9倍となっています。 

また、人口構造的には、団塊ジュニアと言われる50～54歳とともに、団塊の世代と

言われる70～74歳のいわゆる「団塊の世代」に近い年代が多くなっています。 

 

年齢区分別人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

人口ピラミッド 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：日野市住民基本台帳（令和５年１月）  
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② 将来人口 

（ⅰ）国立社会保障・人口問題研究所の推計 

本項目は、国立社会保障・人口問題研究所で平成30年（2018年）に実施された将来

人口推計の日野市の結果です。 

今後は高齢化率もやや上昇しますが、令和3年（2021年）からの5年間は、新たに高

齢者になる人の数より、後期高齢者に移行する人の数が多いため、後期高齢者比率の

大幅な上昇が見込まれます。 

具体的には、令和7年（2025年）推計を見ると、団塊の世代が後期高齢者となり、高

齢化率が25.7％、75歳以上が16.1％となります。また、令和22年（2040年）には、団

塊ジュニア世代が前期高齢者となり、高齢化率が34.1％、75歳以上が19.5％と、３人

に１人以上が高齢者となると推計されています。 

 

人口ピラミッド（令和７年（2025 年）      人口ピラミッド（令和 22 年（2040 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

資料：国立社会保障・人口問題研究所男女・年齢（５歳）階級別データ 

『日本の地域別将来推計人口』（平成 30 年 3 月推計）     
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（２） 世帯数 

 

① 高齢者のいる一般世帯 

日野市の一般世帯数に占める65歳以上の親族がいる世帯の割合は、平成12年（2000

年）以降上昇傾向にあり、平成22年（2010年）からは３割を超え、令和２年（2020年）

では33.4％となっています。 

また、高齢者のいる一般世帯数に占める高齢者単身世帯の割合は上昇傾向が強く、

平成12年（2000年）では20.7％であるのに対して、令和２年（2020年）では33.1％と、

20年で12.4ポイント増加しています。 

高齢者のいる一般世帯数 

単位：世帯、％ 

項目 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 令和２年 

一般世帯 71,438 77,349 80,040 84,823 90,257 

65 歳以上親族のいる一般世帯数 16,257 20,498 24,850 28,762 30,183 

 

高齢単身世帯数 3,360 4,898 6,767 8,823 9,993 

高齢夫婦世帯数 5,158 6,782 8,199 9,139 9,731 

その他の世帯数 7,739 8,818 9,884 10,800 10,459 

一般世帯数に占める 65 歳以上 

の親族がいる世帯の割合 
22.8 26.5 31.0 33.9 33.4 

高齢者のいる一般世帯数に 

占める高齢者単身世帯数の割合 
20.7 23.9 27.2 30.7 33.1 

資料：国勢調査 

 

② 高齢者単身世帯・高齢者夫婦世帯の住宅所有関係別世帯比率 

高齢者単身世帯・高齢者夫婦世帯の住宅所有関係別世帯の比率をみると、高齢単身

世帯では、「公営・都市再生機構・公社の借家」、「民営借家」といった「借家」の割合

が高くなっています。 

 

高齢者単身世帯・高齢者夫婦世帯の住宅所有関係別世帯比率 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（令和２年） 
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２ 日野市の介護保険事業を取り巻く状況 

（１）日野市の介護保険給付サービスの特徴  

① 第１号被保険者数の推移 

新たに高齢者になった方が、死亡した方より多いことから、第１号被保険者数は増

加を続けており、令和５年（2022年）３月末時点では、46,730人となっています。 

 

第１号被保険者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報      

（令和３、４年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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② 要介護（要支援）認定者数の推移 

平成25年（2013年）３月末と、令和５年（2023年）３月末を比較すると、第１号被

保険者数は約1.1倍であるのに対し、認定者数は1.4倍と、第1号被保険者の伸びよりも

認定者数の伸びのほうが大きくなっています。 

要介護度別に認定者数の推移をみると、要支援、要介護とも増加傾向にあり、特に

要支援１は10年間で712人、要介護１は778人増加しています。 

 

日野市の要介護（要支援）認定者数(２号被保険者を含む) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：人 

項目 
平成25年

３月末 

平成26年

３月末 

平成27年

３月末 

平成28年

３月末 

平成29年

３月末 

平成30年

３月末 

令和元年

３月末 

令和２年

３月末 

令和３年

３月末 

令和４年

３月末 

要支援１ 1,464 1,535 1,639 1,606 1,540 1,681 1,768 1,866 1,945 2,020 

要支援２ 948 1,019 1,108 1,191 1,197 1,356 1,378 1,421 1,403 1,481 

要介護１ 1,107 1,217 1,313 1,383 1,450 1,479 1,556 1,601 1,723 1,803 

要介護２ 1,209 1,266 1,316 1,395 1,416 1,460 1,465 1,492 1,486 1,459 

要介護３ 869 919 898 971 993 1,058 1,134 1,157 1,178 1,225 

要介護４ 777 783 790 810 871 856 929 1,013 1,057 1,052 

要介護５ 770 762 777 750 786 758 800 782 778 733 

合計 7,144 7,501 7,841 8,106 8,253 8,648 9,030 9,332 9,570 9,773 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報      

（令和３、４年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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③ 要介護（要支援）認定率 

日野市の認定率は、年々上昇していますが、特に平成29年（2017年）3月末からは急

増して平成30年（2018年）以降は国、都を上回り、また国・都との差も開きが大きく

なっています。 

 

要介護認定率の推移（２号被保険者を含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：％ 

項目 
平成25年

３月末 

平成26年

３月末 

平成27年

３月末 

平成28年

３月末 

平成29年

３月末 

平成30年

３月末 

令和元年

３月末 

令和２年

３月末 

令和３年

３月末 

令和４年

３月末 

要支援１ 3.6 3.7 3.8 3.6 3.4 3.7 3.8 4.0 4.2 4.3 

要支援２ 2.4 2.5 2.6 2.7 2.7 3.0 3.0 3.1 3.0 3.2 

要介護１ 2.7 2.9 3.1 3.1 3.2 3.2 3.4 3.5 3.7 3.9 

要介護２ 3.0 3.0 3.1 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.2 3.1 

要介護３ 2.2 2.2 2.1 2.2 2.2 2.3 2.5 2.5 2.5 2.6 

要介護４ 1.9 1.9 1.8 1.8 1.9 1.9 2.0 2.2 2.3 2.3 

要介護５ 1.9 1.8 1.8 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.7 1.6 

合計 17.7 18.0 18.2 18.4 18.4 19.0 19.6 20.1 20.5 20.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報      

（令和３、４年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 
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16.0

18.0

20.0

22.0

平成25年

３月末

平成26年

３月末

平成27年

３月末

平成28年

３月末

平成29年

３月末

平成30年

３月末

令和元年

３月末

令和２年

３月末

令和３年

３月末

令和４年

３月末

令和５年

３月末

(％)

17.7 18.0 18.2 18.4 18.4 19.0 19.6 20.1 20.5 20.9 21.6 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

平成25年

３月末

平成26年

３月末

平成27年

３月末

平成28年

３月末

平成29年

３月末

平成30年

３月末

令和元年

３月末

令和２年

３月末

令和３年

３月末

令和４年

４月末

令５年

４月末

（％）

要介護５ 要介護４ 要介護３ 要介護２

要介護１ 要支援２ 要支援１



 
18 

 

④ 第１号被保険者一人あたりの保険給付月額 

第１号被保険者一人あたり保険給付月額は増加傾向にあり、令和４年度（2022年度）

時点では23,110円と、平成25年度より3,587円増加しています。今後、ますます高齢化

が進展することから、引き続き給付額の増加が進むことが予測されます。 

国、東京都と比較すると、日野市の第1号被保険者一人あたりの保険給付月額は国や

都よりも低い水準となっているものの、その差が縮まってきています。 

 

第１号被保険者一人あたり保険給付月額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報      

（令和３、４年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」年報      

（令和３、４年度のみ「介護保険事業状況報告」月報） 

  

日野市 東京都 全国
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⑤ 在宅、居住系、施設系受給者数の推移 

在宅、居住系、施設系受給者数の推移をみると、いずれも増加傾向にあり、特に在

宅受給者では589人増加しています。 

また、令和４年（2022年）における在宅、居住系の割合をみると、要介護３、要介

護５では国や都より在宅、居住系の比率が低くなっています。 

 

在宅、居住系、施設系受給者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

（12 か月分の平均値）          

 

 

令和４年（2022 年）における在宅、居住系の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

  

日野市 東京都 全国
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⑥ 要介護度別居宅サービス利用者数の推移 

要介護度別居宅サービス利用者数は、平成28年度（2016年度）に地域密着型通所介

護が地域密着型サービスに移行したことや、平成28年度（2016 年度）から介護予防・

日常生活支援総合事業が開始され、要支援者が介護予防・日常生活支援総合事業に移

行したことで、平成29年度には利用者数がいったん減少したものの、以降は再度増加

傾向にもどり、令和４年９月の居宅サービス利用者数は5,611人と、制度変更前の平成

27年度よりも多くなっています。 

 

要介護度別居宅サービス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

 

単位：人   

項目 
平成27年 

９月末 

平成28年 

９月末 

平成29年 

９月末 

平成30年 

９月末 

令和元年 

９月末 

令和２年 

９月末 

令和３年 

９月末 

令和４年 

９月末 

要支援１ 1,016 883 388 477 462 498 552 586 

要支援２ 844 842 516 585 615 621 638 675 

要介護１ 1,067 1,095 1,123 1,150 1,260 1,270 1,402 1,453 

要介護２ 1,080 1,118 1,200 1,240 1,220 1,237 1,219 1,203 

要介護３ 643 653 679 719 775 755 785 813 

要介護４ 428 416 439 460 466 496 555 578 

要介護５ 312 307 306 319 313 325 305 303 

合計 5,390 5,314 4,651 4,950 5,111 5,202 5,456 5,611 

平均要介護度 1.4 1.4 1.8 1.8 1.8 1.8 1.7 1.7 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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⑦ 要介護度別地域密着型サービス利用者数の推移 

要介護度別地域密着型サービス利用者数は、平成28年度（2016年度）に地域密着型

通所介護が地域密着型サービスに移行したことで、平成28年に利用者数が増加してい

ます。しかし、その後の利用者数は、平成30年の903人をピークに徐々に減少しており、

地域密着型サービス利用者の増加を図るような施策が必要です。 

 

要介護度別地域密着型サービス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

 

単位：人   

項目 
平成27年 

９月末 

平成28年 

９月末 

平成29年 

９月末 

平成30年 

９月末 

令和元年 

９月末 

令和２年 

９月末 

令和３年 

９月末 

令和４年 

９月末 

要支援１ 6 7 4 3 7 6 2 1 

要支援２ 5 2 3 9 4 5 1 3 

要介護１ 48 258 245 260 258 279 274 267 

要介護２ 96 291 263 290 256 243 240 230 

要介護３ 68 166 154 167 186 164 163 162 

要介護４ 43 87 92 103 89 82 95 99 

要介護５ 42 67 69 71 77 83 80 70 

合計 308 878 830 903 877 862 855 832 

平均要介護度 2.7 2.3 2.3 2.3 2.4 2.3 2.4 2.3 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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⑧ 要介護度別施設サービス利用者数の推移 

要介護度別施設サービス利用者数は、令和３年（2021年）まで増加傾向にあり、令

和３年には1,315人となっていましたが、令和４年（2022年）には1,296人と減少に転

じています。 

 

要介護度別施設サービス利用者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 

 

 

単位：人   

項目 
平成27年 

９月末 

平成28年 

９月末 

平成29年 

９月末 

平成30年 

９月末 

令和元年 

９月末 

令和２年 

９月末 

令和３年 

９月末 

令和４年 

９月末 

要介護１ 45 51 51 53 37 38 50 39 

要介護２ 139 141 139 134 125 127 115 110 

要介護３ 258 260 263 294 300 336 330 366 

要介護４ 305 347 351 370 409 444 454 442 

要介護５ 330 363 347 328 352 361 366 339 

合計 1,077 1,162 1,151 1,179 1,223 1,306 1,315 1,296 

平均要介護度 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 3.7 

資料：厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報 
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⑨ サービス別、第一号被保険者一人あたり給付月額 

令和２年度（2020年度）におけるサービス別、第１号被保険者一人あたり給付月額

をみると、日野市は都全体と比べ、「介護老人保健施設」、「通所リハビリテーション」、

「福祉用具貸与」の給付月額が高くなっています。一方、「訪問介護」、「訪問看護」、

「認知症対応型共同生活介護」の給付月額は都よりも低くなっています。 

 

（調整済み）第１号被保険者一人あたり給付月額（サービス種類別）（令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：「介護保険総合データベース」および  

総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 

 

単位：円   
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日野市 4,235 3,380 309 0 1,908 986 1,954 1,148 394 1,044 2,492 612 633 

東京都 4,587 2,077 97 83 2,739 1,392 2,443 555 522 976 3,120 996 955 

全国 4,205 2,780 71 505 2,237 794 2,653 952 872 850 1,334 1,540 857 

資料：「介護保険総合データベース」および  

総務省「住民基本台帳人口・世帯数」 
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（２）財政状況・財政見通し  

財政状況は、年度により増減はあるものの、令和２年度まで歳出総額の増加傾向が

みられ、885億円をピークに、令和３年には減少に転じています。 

一方、市税収入は横ばいで推移しています。今後、生産年齢人口は減少が予想され、

市税収入の大幅な増加は望めないことから、歳出税額と市税総額の差は拡大の一途を

たどっていくと考えられます。 

歳出の増加要因としては、高齢化による扶助費の急増や、介護保険の費用が増加し

たことによる繰出金の増加などが挙げられます。これらの費用は、今後も増加が続く

見込みとなっており、財源不足が深刻化しています。 

高齢者福祉関係費は右肩上がりに増加しており、今後さらに高齢化率が上がること

を踏まえ、介護保険事業のより適正な運営が求められています。 

 

市税収入と市税総額、介護保険特別会計への操出金の経年推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：日野市決算書 

 

 

  

歳出総額 市税総額 介護保険特別会計への操出金

559.1 584.7 612.3 636.9 633.3 665.8 696.5

885.0

770.0

286.1 302.2 303.6 299.5 306.5 308.8 311.1 306.1 304.8

15.6 16.3 17.3 17.7 18.4 19.5 20.6 22.0 19.8

0

200

400

600

800

1,000

平成

25年度

平成

26年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

令和

元年度

令和

２年度

令和

３年度

(億円)



 
25 

（３）日常生活圏域  

日常生活圏域とは、身近な地域にさまざまなサービス拠点を整備し、たとえ要介護

状態や認知症になっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、

介護サービス基盤の整備を進めるために取り入れられた考え方です。 

日野市では、『第３期日野市介護保険事業計画』（平成18年度（2006年度）から平成

20年度（2008年度）まで）において、地理的条件、交通機関や駅の状況、人口、既存

の介護サービス基盤等を勘案し、４つの日常生活圏域を設定しました。 

『第９期介護保険事業計画』においても、この考えを継承し、地域密着型サービス

や介護サービス基盤の充実などを進めていきます。 

 

 

日野市の日常生活圏域 

 

名 称 
地域包括支援 

センター名 
担当地域 

たかはた 

もぐさ 
百草、落川、程久保（１～８丁目を除く）、 

三沢２丁目、三沢 1289～1294番地 

あさかわ 

高幡、三沢（1289～1294 番地を除く）、 

三沢１・３～５丁目、新井、大字新井、程久保１～８丁

目 

とよだ 
すてっぷ 

豊田、大字豊田、東豊田、富士町、 

旭が丘２・５・６丁目、多摩平１・２丁目 

あいりん 多摩平３～７丁目、日野台４・５丁目、大坂上 

ひの 

せせらぎ 日野本町、神明、日野台１～３丁目、栄町、新町 

多摩川苑 
万願寺、上田、川辺堀之内、日野、宮、 

石田、大字石田 

ひらやま 

いきいきタウン 東平山２・３丁目、平山 

すずらん 南平 

かわきた 
旭が丘１・３・４丁目、西平山 

東平山１丁目 
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日常生活圏域と地域包括支援センター等の位置 
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３ 第４期の施策の実施状況 

柱１ 複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの構築 

本項目では、数値目標に対して令和３年・令和４年の対象高齢者の人数、見守推進

員数は目標を下回っています。協力事業所数については目標をやや下回っています。 

重点項目については、３項目中２項目で◎（進んだ）となっています。 

数値目標、指標の達成状況 

 目標値（計画期間） 実績値（計画期間） 

①高齢者見守り支援ネットワークの充

実（対象高齢者数・見守推進員数・協

力事業所数） 

対象高齢者数：255 人 

見守推進員数：570 人 

協力事業所数：1,425 か所 

 

 

項目 達成状況 実施事項及び実績値 

1102 地域ケア会議の

推進 
◎ 

・各地域ケア会議の開催状況は以下（1）～（3）のとおり。 

 （1）地域ケア個別会議 

   令和 3 年度 18 回 令和 4 年度 17 回 

 （2）地域ケア合同会議 

    令和 3 年度 2 回 令和 4 年度 5 回 

 （3）地域ケア全体会議 

    2 回 

 「自立支援・介護予防に向けた地域ケア会議」を開始

し、全包括にて開催。高齢者の自立及び介護予防を阻害

する地域課題や必要な地域資源抽出ができた。 

1301 生活支援体制整

備事業の実施 
◎ 

各協議体の開催状況は以下（1）～（3）のとおり。 

 （1）第１層協議体 

  令和 3 年度 2 回  令和 4 年度 ２回 

 （2）第２層協議体 

  令和 3 年度 29 回  令和 4 年度 55 回 

 （3）生活支援コーディネーター連絡会 

  令和 3 年度 7 回 令和 4 年度 3 回 研修会 2 回 

 互近助サービスちょこすけの団体交流会を実施し、活

動の実際について情報交換した。 

 地域ケア会議から地域課題から、専門職による健康相

談会を実施した。地域課題の解決に向け具体的な取組み

を行うことができた。 

1303 高齢者見守り支

援ネットワークの充実 
〇 

対象高齢者数 

令和 3 年度：72 人 

令和 4 年度：65 人 

見守推進員 

令和 3 年度：152 人 

令和 4 年度：167 人 

協力事業所 

令和 3 年度：472 か所 

令和 4 年度：463 か所 

・見守り検討部会の開催（3 回） 

・地域の見守りに関する説明会（2 回）を実施し、 

 見守り推進員の増加につながった。 

・ふれあいサロン新規開設(1 ヶ所） 
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柱２ 介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実  

本項目では、数値目標に対して令和３年・令和４年の雇用者数、研修受講者数は目

標を下回っています。協力事業所数については目標をやや下回っています。 

重点項目については、４項目中１項目で◎（進んだ）、１項目で△（あまり進んでい

ない）となっています。 

数値目標、指標の達成状況 

 

 目標値（計画期間） 実績値（計画期間） 

①介護人材確保事業の実施 

（雇用者数・研修受講者数） 

雇用者数：45人 

研修受講者数：240人 

 

②資格取得支援事業の実施 

（資格取得者数） 
資格取得者数：105人 

 

③地域介護予防活動支援事業の推進 

（地域介護予防活動団体数） 

地域介護予防活動団体数：

57 団体 

 

 

項目 達成状況 実施事項及び実績値 

2101 介護人材確保事

業の実施 
△ 

前期：8 月 15・16 日実施 

 受講者 18 名うち就労者 2 名 

後期；12 月 3・4 日実施 

 受講者 8 名うち就労者 2 名 

前期後期それぞれ 50 名程度を募集し、研修 2 日目に

は「おしごと相談会」を開催、市内介護事業所との

マッチングを行った。 

2102 資格取得支援事

業の実施 
〇 

《介護資格取得補助金支給者数》 

介護職員初任者研修・・・・・14 人 

介護福祉士実務者研修・・・33 人 

介護福祉士資格試験・・・・・13 人 

介護支援専門員資格試験・・7 人 

              合計 67 人 

2201 介護予防・フレイ

ル予防普及啓発事業 
◎ 

介護予防教室の実施実績および実績値については以

下の通り。 

ゆっくりコース：市内 8 か所×12 回（12 か月） 

   累計参加者数：1112 名 

しっかりコース：市内 8 か所×12 回（12 か月） 

   累計参加者数：1065 名 

更に、市内 4 圏域にて 1 会場ずつ、計 4 回の体力測

定会および健康相談会を実施した。 

体力測定会：市内 4 か所 

   累計参加者数：116 名 
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項目 達成状況 実施事項及び実績値 

2202 地域介護予防活

動支援事業の推進 
〇 

昨年度に続き、社会福祉協議会の協力を得て普及啓

発を実施した。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を鑑み、自宅

でも体操可能な事業として週１回の Zoom を用いた介

護予防体操の実施を実施し、サロン等で周知を行っ

た。 

また、体力測定などの効果測定を日常生活圏域で実

施し動機づけを促進した。 

そのほか、今年度初の取り組みとして、既存団体へ

専門職の派遣を実施した。 

令和 4 年度の介護予防活動団体数は 48 団体となり、

数値目標は未達となった。 

 

 

柱３ 医療と介護との有機的なネットワークの構築  

重点はなし 

 

柱４ 認知症や軽度認知障害（MCI）の当事者とその家族を支える 

仕組みの充実  

本項目では、数値目標に対して令和３年・令和４年の知症初期集中支援チーム利用

者数、チームオレンジの設置は目標を下回っています。協力事業所数については目標

をやや下回っています。 

重点項目については、５項目中２項目で△（あまり進んでいない）となっています。 

数値目標、指標の達成状況 

 目標値（計画期間） 実績値（計画期間） 

①認知症の人と家族を支える機関との

連携（認知症初期集中支援チーム利用

者数（実人数）） 

令和 3年度 20人 

令和 4年度 22人 

令和 5年度 24人 

令和 3年度 15人 

令和 4年度 11人 

令和 5年度  人 

②認知症サポーターの養成（認知症サ

ポーター数（延べ数）） 

令和 3年度 21,000人 

令和 4年度 22,000人 

令和 5年度 23,000人 

令和 3年度 20,564人 

令和 4年度 21,879人 

令和 5年度    人 

③チームオレンジの設置（チームオレ

ンジ設置数） 

令和 4年度 1か所 

令和 5年度 1か所 

令和 4年度 0か所 

令和 5年度  か所 

④認知症検診事業（認知症検診受診

率） 

令和 3年度 15％ 

令和 4年度 16％ 

令和 5年度 17％ 

 

令和 4年度 4.02％ 

令和 5年度   ％ 

⑤認知症かかりつけ医等の充実（認知

症検診実施医療機関数） 

令和 3年度 32か所 

令和 4年度 34か所 

令和 5年度 36か所 

令和 3年度 34か所 

令和 4年度 36か所 

令和 5年度 か所 
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項目 達成状況 実施事項及び実績値 

4101 認知症の人と家

族を支える機関との連

携 

△ 

認知症初期集中支援チーム利用者数（実人数） 

令和 3 年度 15 人 

（多摩平の森の病院 8 人、七生病院 7 人） 

令和 4 年度 11 人 

（多摩平の森の病院 10 人、七生病院１人） 

4201 認知症サポータ

ーの養成 
○ 

認知症サポーター養成数（延べ数） 

令和 3 年度 20,564 人 

令和 4 年度 21,879 人 

4305 チームオレンジ

の設置 
△ 

令和 4 年度設置数 0 か所 

4306 認知症検診事業 ○ 

誕生月ごとに分けて年４回送付している。検診の案

内や問診票のほかに、認知症ケアパスという普及啓

発冊子を同封。ケアパスに認知症についての予防や

受診、治療の案内が載っている。 

令和４年度受診者人数：825 人 

通知数：20509 人 

受診率：4.02％ 

4309 認知症かかりつ

け医等の充実 
○ 

・日野市かかりつけ医認知症研修の実施 

2022.12.14 実施／10 名参加  

・令和４年度医療機関数 36 か所 

新規医療機関に声がけし、参加者数を増加させるこ

とができた。その他、医療機関用のポスターを刷新

した。 
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柱５ 高齢者が尊厳を保持し、健康で自立した生活を営むための 

支援の充実  

本項目では、数値目標はありません。 

重点項目については、２項目中１項目で△（あまり進んでいない）となっています。 

 

項目 達成状況 実施事項及び実績値 

5102 日野人運動事業

と地域介護予防活動支

援事業（ひの筋体操等）

との連携 

△ 

高齢者向け（フレイル）向けの運動事業について、

HP や情報の取りまとめを行う方針を立てた。また、

日野人運動事業卒業生に次の参加場所を周知するツ

ールを作成する方針を立てた。 

5107 摂食嚥下機能支

援の推進 
○ 

フレ筋アップ教室および地域包括支援センター主催

の介護予防教室、地域活動団体の活動時に、摂食・

嚥下についてのミニ講座、口腔ケア、パタカラ体操

等を実施した。 

体力測定会での個別相談で、歯科衛生士・管理栄養

士による相談を実施した。 

下記事業において「フレイル予防の入り口」という

切り口で、摂食嚥下機能低下予防についての周知啓

発を図った。 

ハイリスクアプローチ：専門職による個別支援を実

施（低栄養予防 5 人，口腔機能低下予防 5 人） 

ポピュレーションアプローチ：高齢者の通いの場に

おいてフレイル予防に関する健康教育・健康相談を

実施（36 回） 

 

柱６ 高齢者の安心・安全の確保  

本項目では、数値目標はありません。 

重点項目については、１項目中１項目で○（やや進んだ）となっています。 

 

項目 達成状況 実施事項及び実績値 

6204 介護予防・フレイ

ル予防普及啓発事業 
○ 

介護予防教室の実施実績および実績値については以

下の通り。 

ゆっくりコース：市内 8 か所×12 回（12 か月） 

   累計参加者数：1112 名 

しっかりコース：市内 8 か所×12 回（12 か月） 

   累計参加者数：1065 名 

更に、市内 4 圏域にて 1 会場ずつ、計 4 回の体力測

定会および健康相談会を実施した。 

体力測定会：市内 4 か所 

   累計参加者数：116 名 

会場内で講師による口腔ケアについての講話や専門

職による相談会を実施し、口腔フレイル予防の周知

啓発を行った。 

その他、自宅でも体操可能な事業として週１回の

Zoom を用いた介護予防体操の実施を実施し、サロン

等で周知を行った。 
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４ アンケート調査結果から見えるポイント 

令和４年度（2022年度）に実施した実施したアンケート調査結果について、第4期計

画の６本の柱ごとに、特徴を整理しました。 

 

柱１ 複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの構築 

① 地域包括支援センターの認知度 

地域包括ケアシステムの核となる地域包括支援センターの認知度については、「知っ

ており、利用したことがある」と「知っているが、利用したことはない」をあわせた

“地域包括支援セータを知っている”人の割合が７割を超えており、認知度は高くな

っています。 

地域包括支援センターの認知度 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問４（８）） 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域活動への、参加者としての参加意向 

地域での活動に『参加者として』の参加意向をみると、「是非参加したい」「参加し

てもよい」「すでに参加している」を合わせた、何らかの活動に参加したい意向がある

人は約60％となっており、参加者としての参加意欲は高くなっています。 

一方、『お世話係として』の参加意向は低く、参加したくない人が６割以上を占めて

いることから、地域活動に企画する側として参加していく雰囲気を醸成していくこと

が必要です。 

地域活動への、参加者としての参加意向 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問５（２）（３）） 

  

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,363 ％

知っており、利用したことがある

知っているが、利用したことはない

知らない

無回答

12.1

61.0

25.2

1.8

0 20 40 60 80

回答者数 = 1,363 ％

是非参加したい

参加してもよい

参加したくない

既に参加している

無回答

5.9

48.6

36.5

5.4

3.7

1.8

24.9

65.9

3.0

4.3

0 20 40 60 80

参加者として

お世話係として
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柱２ 介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実 

① 人材確保 

介護保険サービス提供事業者では、「募集しても応募がない」が令和元年度調査と同

様に最も高く、67.7％に上っています。また、「良質な人材が集まらない」が61.5％と

なっており、前回（令和元年度）調査より約45ポイント増加しています。 

人材確保の問題 

（居宅介護支援事業所等調査 問３） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 採用が困難な職種 

「採用が困難」と回答が多かった職種は「介護福祉士」、「実務者研修修了者」、「市

介護職員初任者研修修了者」が約２割となっています。また、それぞれの回答比率は、

いずれも令和元年度調査よりも高くなっており、人材確保が難しい状況が続いていま

す。 

「採用が困難」と回答した比率 

（介護保険サービス提供事業者 問２（２）） 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員初任者研修修了者
（旧ヘルパー２級）

21.9

19.8

18.8

18.4

14.3

17.3

0 10 20 30 40

令和４年度調査（回答者数 = 96）

令和元年度調査（回答者数 = 98）

％

募集しても応募がない

良質な人材が集まらない

応募があっても、待遇等の条件
があわない

募集に費用がかかる

派遣に頼らざるをえなくなる

採用しても定着しない

その他

67.7

61.5

46.9

27.1

25.0

9.4

5.2

64.3

16.3

14.3

8.2

8.2

3.1

1.0

0 20 40 60 80

令和４年度調査（回答者数 = 96）

令和元年度調査（回答者数 = 98）
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③ 不足している職種 

各職種の充足状況で「やや不足している」と「大幅に不足している」をあわせた“不

足している職種”としては、介護分野に従事する職員の人材不足が顕著であり、未経

験者の参入促進を含めた人材の確保事業及び現在従事している職員のスキルアップを

促進することが喫緊の課題となっています。 

不足している職種（「やや不足している」と「大幅に不足している」の合計） 

（介護保険サービス提供事業者 問２（３）） 

 

 

 

 

 

 

 

柱３ 医療と介護との有機的なネットワークの構築  

① 訪問診療の利用 

訪問診療を利用している人は、全体では13.2％と少なくなっています。しかし、要

介護度別にみると、要介護度が重くなるにつれ利用している人の割合が高くなり、要

介護５では６割以上の人が利用しています。介護度が重く医療機関に行くことが難し

い人にとっては訪問診療が必要不可欠であり、今後も訪問医療の充実が望まれます。 

訪問診療を利用している割合（要介護度別） 

（在宅介護実態調査 Ａ－問 13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

全  体
（回答者数 = 936）

要支援１
（回答者数 = 277）

要支援２
（回答者数 = 179）

要介護１
（回答者数 = 228）

要介護２
（回答者数 = 103）

要介護３
（回答者数 = 73）

要介護４
（回答者数 = 57）

要介護５
（回答者数 = 19）

13.2

3.6

5.6

12.3

18.4

32.9

36.8

63.2

0 20 40 60 80

％

介護福祉士

実務者研修修了者

介護職員初任者研修修了者
（旧ヘルパー２級）

54.2

51.1

51.1

53.0

46.9

50.0

0 20 40 60 80 100

令和４年度調査（回答者数 = 96）

令和元年度調査（回答者数 = 98）
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② 医療機関と介護事業所との連携 

（ⅰ）医療機関 

医療機関側からの連携内容は、「利用している介護サービスの情報や、生活状況、状

態等について、ケアマネジャーから情報提供を受けている」、「診療情報を、ケアマネ

ジャーや介護事業所に、情報提供している」が上位２位となっており、情報提供によ

る連携が多くなっています。もっとも、診療情報の提供は令和元年度調査よりも10.4

ポイント低くなっています。 

 

医療機関側からの連携 

（医療機関調査 問 26） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

患者や家族、ケアマネジャー等の関係者と支援内

容等について打合せを行っている

関係者を集めて打合せを行うことはないが、ケア

マネジャーと別個に打合せを行うことがある

診療情報を、ケアマネジャーや介護事業所に、情

報提供している

利用している介護サービスの情報や、生活状況、

状態等について、ケアマネジャーから情報提供を

受けている

介護サービスの利用の開始が必要だと感じる患者

に関し、担当してくれそうなケアマネジャーに自

分から連絡し、つなげている

現在の介護サービスの状況等を確認するため、自

分からケアマネジャーに連絡し、情報を収集して

いる

その他

22.2

22.2

44.4

48.1

25.9

22.2

11.1

16.1

41.9

54.8

45.2

25.8

25.8

6.5

0 20 40 60 80

令和４年度調査（回答者数 = 27）

令和元年度調査（回答者数 = 31）
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（ⅱ）居宅介護支援事業所及び地域包括支援センターからの連携 

（医療連携上の困難を解決するために必要な施策） 

居宅介護支援事業所及び地域包括支援センター側から見た場合、「電話等で医療機関

と密に連絡をとる」、「地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、介護事業所、地

域（近隣）医療機関での情報・意見交換・検討の場を設ける」が上位２位となってお

り、令和元年度調査と同様の傾向となっています。 

 

医療機関側からの連携 

（居宅介護支援事業所等調査 問 25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和４年度調査（回答者数 = 34）

令和元年度調査（回答者数 = 34）

％

地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、介

護事業所、地域（近隣）医療機関での情報・意見

交換・検討の場を設ける

介護事業者の団体、医師会、歯科医師会、薬剤師

会、市などにより構成する、医療連携に関する検

討組織を設ける

市で作成した介護と医療の連携シートを活用する

「市で作成した連携シート」以外の介護と医療の

連携ツールを活用する

電話等で医療機関と密に連絡をとる

タブレットなど、ICT を活用して医療機関と密に

連絡をとる

必要ない（上記のような対策では解決できない）

その他

41.2

32.4

29.4

2.9

47.1

29.4

5.9

26.5

32.4

26.5

32.4

8.8

41.2

35.3

2.9

0.0

0 20 40 60 80
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③ 看取りについて 

（ⅰ）利用者から 

「在宅での看取り」とは、具合が悪くなっても、ご自宅で最期まで生活し、介護を

受けることで、近年において関心が高くなっています。利用者からの看取りの希望を

みると、「自宅や住んでいる場所」で看取りを希望する人が36.3％と多くなっています。

また、「終末期ケア専門の施設に、最期は入院や入所をしたい」と考える人も22.2％に

のぼり、自宅での看取り以外にも、終末期ケア専門の施設の充実が望まれます。 

利用者からの看取りについての希望 

（在宅介護実態調査 Ａ－問 19） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）事業者から 

介護サービス事業者の看取りの取組み状況は、「看取り時の対応について、利用者と

事前に文書を締結し、看取りを行っている」（17.7％）と「看取り時の対応について、

特に明文化していないものの、看取りを行っている」（15.3％）をあわせた“看取りを

行っている”事業者は41.8％と、４割を超えています。また、「看取り時の対応につい

て、特に明文化していないものの、看取りを行っている」事業者が、令和元年度調査

よりも11.8ポイント増加しています。 

事業者の看取りへの対応 

（介護保険サービス提供事業者調査 問 15（１）） 

  

 

 

 

 

 

  

％

自宅や住んでいる場所での「看取り」を希望する

現在入所中の施設（有料ホーム等）での「看取り」
を希望する

自宅や住んでいる場所以外の病院やホスピス等の終
末期ケア専門の施設に、最期は入院や入所をしたい

わからない

その他

無回答

36.3

2.4

22.2

29.9

2.1

7.1

35.3

4.9

19.7

40.2

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50

令和４年度調査（回答者数 = 936）

令和元年度調査（回答者数 = 1,255）

％

看取りの希望の有無を利用者から事前に確認し、
看取りを希望する場合は、サービス提供を辞退し
ている
看取り時の対応について、利用者と事前に文書を
締結し、看取りを行っている

看取り時の対応について、特に明文化していない
ものの、看取りを行っている

看取りについて、意識したことはない

その他

無回答

4.2

17.7

27.1

31.3

11.5

8.3

2.0

26.5

15.3

33.7

12.2

10.2

0 10 20 30 40 50

看取りの希望の有無を利用者から事前に確認し、
看取りを希望する場合は、サービス提供を辞退し
ている

令和４年度調査（回答者数 = 96）

令和元年度調査（回答者数 = 98）
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柱４ 認知症や軽度認知障害（ＭＣＩ）の当事者と 

その家族を支える仕組みの充実  

① 認知症にかかる相談窓口の認知度 

日野市には、認知症にかかる相談窓口として「地域包括支援センター」・「多摩平の

森の病院」・「東京都多摩若年性認知症総合支援センター」が設けられています。これ

らの相談窓口の認知度は、１割未満と低い状況となっています。 

認知症にかかる相談窓口の周知度 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問８（２）） 

 

 

 

 

 

 

② 介護をどこで受けたいか 

介護が必要になったとき、どこで介護受け、生活したいかについては、「身内からは

介護を受けないで、今の自宅で、介護サービスや福祉。地域の支援により生活したい」、

「今の自宅で生活し、身内から介護を受けたい」が上位２位と、自宅で暮らすことを

希望する人が多くなっています。そのため、より一層の居宅介護サービスの充実が重

要となっています。 

介護を受ける際に、どこで生活したいか 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 1,363 ％

知っている

知らない

無回答

8.0

89.9

2.1

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 1,363 ％

今の自宅で生活し、身内から介護を受けたい

身内からは介護を受けないで、今の自宅で、介護サー

ビスや福祉・地域の支援により生活したい

身内の住むところに転居して、身内から介護を受けた

い

身内の住むところに転居するが、身内には負担をかけ

ないで、介護サービスや福祉・地域の支援により生活

したい

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）・介護老人

保健施設（老人保健施設）に入所したい

有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅に入

所・入居したい

わからない

その他

無回答

18.7

26.6

0.4

1.7

11.1

6.6

19.8

1.4

13.8

0 10 20 30 40

身内の住むところに転居するが、身内には負担をかけ

ないで、介護サービスや福祉・地域の支援により生活

したい



 
39 

柱５ 高齢者が尊厳を保持し、健康で自立した生活を 

営むための支援の充実  

① 認知症の方や家族を支援する取組の認知度 

認知症の方や家族を支援する取組の認知度については、いずれの取組も認知度が低

く、最も高い「認知症サポーター養成講座」でも、知っている人（「知っており、参加

したことがある」「知っているが、参加したことはない」の合計）は23.0％にとどまっ

ています。 

認知症は突然症状が現れることもあり、介護がいつ始まるかわからないため、いざ

というときに備えて取組の認知度を高めることが必要です。 

 

認知症の方や家族を支援する取組を知っている人の割合 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問８（４）、在宅介護実態調査 Ｂ－問 20①） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※認知症を知る月間の選択肢は「知っている」のみ 

 

 

  

回答者数 = 1,811 ％

認知症を知る月間

認知症サポーター養成講座

知って安心ガイドブック

（認知症ケアパス）

認知症家族介護者交流会

認知症カフェ

17.0

3.9

1.4

1.1

1.0

19.1

15.6

16.6

13.6

0 10 20 30 40

知っており、参加したことがある

知っているが、参加したことはない
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柱６ 高齢者の安心・安全の確保  

① 災害発生時の頼りの存在について 

災害発生時に安全に非難するには身近に頼れる人が必要ですが、頼れる人が「いつ

もいる」と回答した人は47.0％と、半数弱にとどまっており、また、令和元年度調査

よりも少なくなっています。また、頼れる人が「いない」と回答した人は18.1％と２

割弱になっており、こうした人への支援をどうするかが課題となっています。 

災害発生時の頼りの存在について 

（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査 問６（６）、在宅介護実態調査 Ａ－問 18） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 災害発生時の介護サービス事務所の協力状況 

災害発生時に介護サービス事業所としてできることは、「サービス利用者の安否確認」

が79.2％と最も高く、また、令和元年度調査よりも9.8ポイント高くなっています。 

一方、施設の開放や車両の貸し出しなど、サービス利用者以外への協力については

令和元年度調査よりも低くなっています。 

災害発生時の介護サービス事業所の協力状況 

（介護保険サービス提供事業者調査 問 13） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

いつもいる

夜間はいる

昼間はいる

いない

無回答

47.0

7.9

3.1

18.1

23.8

53.8

13.5

3.4

20.7

8.5

0 20 40 60

令和４年度調査（回答者数 = 1,363）

令和元年度調査（回答者数 = 1,255）

％

施設の開放

車両の貸し出し

人的援助

他市の事業所から食事の提供

サービス利用者の安否確認

その他

無回答

44.8

38.5

39.6

3.1

79.2

3.1

4.2

55.1

44.9

38.8

3.1

69.4

4.1

4.1

0 20 40 60 80 100

令和４年度調査（回答者数 = 96）

令和元年度調査（回答者数 = 98）
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５ 日野市の課題 

本市の課題については、だれもがいつまでも安心して暮らすことのできるまちが実

現できるために必要な事項として、以下の６つを選びました。 

 

（１）地域包括ケアシステムの推進  

・地域包括ケアの推進のためには、専門職が協働して地域におけるネットワークを構

築し、地域が抱える課題の解決に向け、包括的かつ継続的に支援していく地域包括

支援センターの役割が重要となります。 

・高齢者が住み慣れた地域でいつまでも安心して自分らしい生活を送るためには、高

齢者が徒歩で参加できる身近なところで介護予防に取り組めるよう、介護予防に効

果のある住民主体の体操・運動等の通いの場を充実させるとともに、高齢者自らが

介護予防に向けた活動の担い手となり、社会参加を促す機会づくりも必要です。 

・地域の見守り活動等とともに、ボランティア、特定非営利活動法人（NPO）や社会福

祉法人等と共に支え合う地域づくりを進めていく必要があります。 

 

（２）介護保険事業の充実と担い手の確保  

・介護分野に従事する職員の人材不足が顕著であり、未経験者の参入促進を含めた人

材の確保事業及び現在従事している職員のスキルアップを促進することが喫緊の課

題となっています。 

・介護分野における負担軽減、業務効率化に向けロボットや情報通信技術（ICT）等を

活用した取組への支援が必要です。 

・自宅を離れても住み慣れた地域で暮らせるよう、引き続き日常生活圏域ごとのニー

ズに合わせて地域密着型の居住系サービスの整備が必要です。 

・今後、要介護認定者数が増加する中、必要な介護サービスニーズに対応するため、

より一層、介護サービスの質の向上と確保に取り組む必要があります。 

・介護に携わる介護者家族への負担は、精神的・肉体的な疲労が特に大きなものとな

っています。在宅介護を推進する上で、家族の負担を軽減するための支援の充実が

求められます。 

 

（３）高齢者の健康づくりと介護予防・重症化予防の推進  

・介護予防の活動の場への専門職の関与も含め、フレイル対策、オーラルフレイル対

策を中心に、介護予防を更に推進していくことが必要です。  
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（４）在宅療養体制の推進  

・在宅療養に関する医療や介護の情報を一元的に管理できる仕組みづくりが必要です。

在宅医療・介護の推進については、専門職のみでなく、広く市民に対しても周知啓

発を行う必要があります。 

・医療との連携において、今後の連携強化に向けて、医療関係者と介護関係者の情報

交換の場の確保や情報を共有する場の充実が必要となります。 
 

（５）認知症高齢者と家族を支える仕組みの充実  

・認知症の状態に応じて、適切な医療・介護サービスを受けることができるようケア

の流れを可視化し、早期診断・早期対応を促進するための相談支援体制を強化する

必要があります。 

・認知症に関する正しい知識と理解に基づく本人・家族への適切な支援や、支援者・

サービス提供者への専門的な認知症ケアの質の確保・向上を通じ、地域における総

合的かつ継続的な支援体制を確立し、認知症高齢者や家族等の介護者を支援してい

く必要があります。 
 

（６）高齢者がいきがいを持って安全・安心して暮らすことが 

できるまちづくり  

・団塊の世代が高齢期を迎え、就労機会の増大及び開拓を図るとともに、これまで培

ってきた技能やノウハウを活かした働きがい、生きがいを生み出す活躍の場を提供

することが必要です。 

・高齢化が進行する中で、高齢者がその有する能力に応じて、できる限り自立した日

常生活を送ることができるようにするとともに、サービスを必要とする方に対し

個々の状態に応じて必要なサービスが提供されるようにするためには、医療・介護・

介護予防・住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に提供される「地域包括ケ

アシステム」を市の実情に応じて深化・推進していく必要があります。 

・高齢者が住み慣れた地域で人としての尊厳を持ち続け、安心して暮らしていけるよ

うに、虐待や暴力に関する問題を認識し解決していける地域社会づくりが必要とな

ります。すべての市民が、高齢者や社会福祉の問題を自分の問題として捉え、問題

意識を高めていけるような人権意識の普及・啓発が望まれています。 

・災害時の避難支援等を円滑に行うため、避難行動要支援者登録制度に基づき、要支

援者の情報伝達体制や避難支援体制の整備を図ることにより、安全・安心な地域づ

くりが必要です。また、一般避難所での生活が困難な人については、安心して避難

生活が送れるよう福祉避難所の指定等が必要です。  
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第 章    計画の基本的な考え方 

 

 

１ 本市の目指すべき姿 

近年の社会動向や、制度改正、日野市の状況を踏まえ、日野市の目指すべき姿は第

4期の考え方を継承し、「いつまでも安心して 自分らしく暮らせるまち 日野」と設

定し、高齢者が自らの能力と活力を十分に発揮し、住み慣れた地域で個人の尊厳が守

られながら自立した生活を送ることができる地域社会の構築を目指します。 

また、高齢者福祉施策を進めるための根幹となる考え方を示すものとして、３つの

基本理念を設定し、目指すべき姿を達成するため、6つの施策の柱を定め、柱ごとに具

体的な取組みの内容と重点事業を位置づけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本理念 

（１）高齢者の尊厳の保持と自立した生活を支援します。  

「尊厳の保持」「自立した日常生活」は、介護保険法第1条に記述されています。高

齢になっても、介護が必要になっても、「自分の意志」で「自分らしく」暮らしていく

ことで、生活の満足度を高めていけるよう情報提供及びサービスの充実を図ります。 

 

（２）総合的な地域包括ケアシステムを進めます。  

地域包括ケアシステムについては、「医療」「介護」「予防」「住まい」「生活支援」

という 5 分野のサービスを一体的にとらえることで、総合的な視点から高齢者福祉施

策を「漏れなく・無駄なく・垣根なく」展開します。 

また、いわゆる 8050 問題のように、高齢者問題に加えて、その他の課題を総合的

に対応する包括的な地域包括ケアシステムとの連携を図ります。 

いつまでも安心して 

自分らしく暮らせるまち 日野 
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（３）持続可能な支え合いの仕組みづくりを推進します。  

高齢化がより一層進展する中、介護サービスやその他の地域生活支援サービスにつ

いて、年齢や立場に関係なく、高齢者をはじめとした誰もが我が事として捉え、担い

手としても参加できる仕組みが整うなど、持続可能な支え合いの仕組みづくりを進め

ます。あわせて、介護保険制度の健全な運用に努めます。 

 

３ 施策の柱 

（１）複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの推進  

高齢者に限らず、障害者、子ども、貧困など、複合的な課題を抱える方に対して、

重層的・包括的な相談・支援体制を構築します。 

あわせて、地域包括支援センターの充実を図るとともに、高齢者の方をはじめとし

て地域の方が介護や支援の担い手、受け手という概念にとらわれず、お互いが身近な

地域で支え合い、いきいきと自立して生活できることを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実  

高齢者が、介護サービスや関連するサービスを利用したいと思うときに、適切なサ

ービスを受けることができるよう、人材の確保を図ります。あわせて介護保険事業サ

ービスの充実を図るとともに、各種の生活支援サービスの充実を図ります。 

 

 

 

 

  

主な項目 

 

・地域包括支援センターの充実と重層的・包括的な相談・支援体制の構築 

・生きがい創出への担い手の人材発掘と育成 

・地域の支え合い体制の整備・充実 

主な項目 

 

・介護人材の確保 

・居住系サービスの充実 

・施設サービスの充実 

・サービスの質の確保と向上 

・介護家族支援 
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（３）高齢者のフレイル予防と介護予防の推進  

高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも自分らしく、健康で過ごせるよう高齢者の健康

づくりを支援し、フレイル予防・介護予防の取り組みを充実します。 

 

 

 

 

 

 

（４）在宅療養体制の推進  

医療と介護の有機的なネットワークを構築していくことで、必要なときに在宅医療と介

護が連携できるような体制の充実を図ります。また、住み慣れた自宅等で終末期を迎える

ことができることを目指します。 

 

 

 

 

 

（５）認知症の当事者とその家族を「共生」と「予防」の両面で支える 

仕組みの充実  

認知症になっても、その人とその家族が必要な支援を受け、その人らしく生きられるこ

とを目指します。あわせて、自治会などの地域活動、学校などの教育機関と連携しながら、

だれもが認知症のことを知り、支援の担い手になることができるよう支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

主な項目 

 

・フレイル予防の推進 

・介護予防・重度化予防の推進 

 

主な項目（案） 

 

・患者やその家族をとりまく療養環境の整備 

・医療と介護の有機的なネットワークの整備 

主な項目 

 

・認知症の早期診断、早期対応および相談体制の充実 

・認知症の周知啓発と共生への理解促進 

・認知症当事者及び介護者への支援 

・若年性認知症対策の推進 
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（６）高齢者が尊厳を保持し、いきがいを持って安全・安心して 

暮らせる支援の充実  

高齢者が住み慣れた地域で、いつまでも自分らしく過ごせるよう高齢者自身の取組みと

高齢者を支えるサービスや仕組みの充実を目指します。 

また、高齢者の権利擁護等についても引き続き推進します。 

さらに、災害などが発生した場合でも、高齢者が安心して生活でき、安全が確保される

ような仕組みの充実を図るとともに、身体機能等が低下しても、住み慣れた家で住み続け

ることができるよう、支援機器等の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

主な項目（案） 

 

・就労や社会参加の促進 

・住まいの支援 

・日常生活の支援 

・権利擁護の推進 

・福祉のまちづくりの推進 

・災害対策 
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４ 高齢者施策の体系 

 

【施策体系図】 
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ワークの整備 
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第４章    高齢者施策の展開と管理目標 

 

 

１ 個別事業の今後の方針 

柱１：複合的な課題に対応できる地域包括ケアシステムの推進  

 

【施策体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）地域包括支援センターの充実と重層的・包括的な相談・支援体制の構築 

1101 地域包括支援センターの相談・支援体制の充実 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの中核的な機関として、総合相談や
権利擁護など、地域の高齢者の保健医療の向上と福祉の増進を包括的に支援していま
す。地域包括ケアシステムの深化、さらには地域共生社会の実現に向け、地域包括支
援センターの更なる充実が求められています。地域包括支援センターの適切な評価に
基づく機能強化を行い、近年顕在化している 8050 問題等、複合的な課題への対応も
含め、包括的な相談・支援体制の構築を進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

地域包括支援
センターの相
談・支援件数 

45,492件 43,257件 3,784件 44,000件 44,500件 45,000件 

 

  

１．複合的な課

題に対応できる

地域包括ケアシ

ステムの構築 

施策の柱 施策の項目 事業（事業番号） 

（１）地域包括支援センターの充実と重 

層的・包括的な相談・支援体制の構築 

 
（２）生きがい創出への担い手の 

人材発掘と育成 

 

（３）地域の支え合い体制の整備 

・充実 

1101～1105 

1201～1208 

1301～1305 
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1102 地域ケア会議の推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
地域ケア会議は、高齢者個人への自立支援の充実とそれを支える社会基盤の整備を
同時に進める多職種協働による会議です。地域包括ケアシステムを実現するための
有効な手段として積極的に活用します。 
具体的には、地域包括支援センター主催による個別会議等の地域ケア会議と生活支
援体制整備事業を連動させ、抽出された様々な地域課題を市の施策形成へとつなげ
る仕組みを構築します。 
また、自立支援・介護予防の観点による地域ケア会議を開催し、関係者のケアマネジ
メント力の向上を目指すとともに、地域で最期まで自分らしく暮らすことができる
よう高齢者の自立を支える地域づくりを進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

1103 スーパーバイザーによる事例検討会 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【見直し】 
高齢者だけではない「複合的な事例」（高齢者と家族の課題、8050 問題等）が近年増
加傾向となっており、地域包括支援センター職員（以下包括）や高齢福祉課ケースワ
ーカーが、各ケースへの対応に当たっていますが、支援の困難性が高く、関係者の疲
弊、離職にもつながりかねません。 
学識経験者がスーパーバイザーとして加わることで、客観的な視点から支援方針を導
き出し、当事者以外の多職種とも事例を共有し、一緒に考え、役割分担できることで、
担当者の孤立防止とモチベーションアップの効果を期待できます。また、各担当者の
困難事例への支援技術の質の向上により、各担当者の支援技術の平準化を図っていき
ます。 
支援者の心理的安定や技術的支援を図ることにより、市民へのより良い支援へつなが
ることを目指します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課・福祉政策課 

 

1104 重層的な支援体制の整備 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【新規】 
次期の地域福祉計画（第５期）において、日野市における重層的支援体制の在り方
を模索・検討していきます。 

   

【担当部署】  福祉政策課（健子福祉部、こども部各課） 

 

1105 家族介護者支援（ヤングケアラーを含む） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【2501 再掲】 
家族を介護されている方が、ご家族同士の交流を通じて、様々な問題や悩みなど日ご
ろの思いを語り合い、介護のヒントと安心感を得られる憩いの場として地域包括支援
センターが中心となり、市内を４つの圏域に分けて実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
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（２）生きがい創出への担い手の人材発掘と育成 

1201 老人クラブへの助成 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
地域の高齢者が、老人クラブの活動を通じて社会奉仕・健康増進等の活動を推進でき
るよう助成し、その活動を支援します。 
今後も老人クラブの活動への助成を引き続き実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

1202 高齢者の交流の拠点づくり「ふれあいサロン」 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
ふれあいサロンは、地域の高齢者のほかにも様々な人が気軽に集い、趣味の活動や参
加者同士の交流ができる地域の交流拠点です。多世代の交流を通して高齢者の見守り
を自然な形で行う場であるとともに、サロン運営にボランティアとして関わるなど、
地域の高齢者にとっての社会参加・地域活動の場としての機能も併せ持ちます。 
今後も高齢者の交流の場・活躍の場それぞれの機能を維持しつつ、社会福祉協議会等
が支援しているサロンの設置場所や活動内容、集会所等の立地を考慮し、ふれあいサ
ロンを必要な地域に効果的に設置できるよう計画的に進めていきます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

設置数 11か所 12か所 12か所 12か所 13か所 13か所 

 

1203 元気高齢者等交流事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
参加型のイベントや体操等を通じ、高齢者のための身近な地域における多世代交流の
場や居場所を提供するものです。（愛称：ゆざわ・ここからネット） 
元気高齢者の健康づくりや介護予防に取り組む共生型コミュニティの形成のために、
「新しい生活様式」に沿った形で引き続き実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用者数 
（延べ数） 

3,173人 5,174人 988人 5,500人 6,000人 6,500人 

 

1204 ひの市民大学事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
「学び」により、豊かな暮らしを自律的に実現するために、市民自らが学びたいこと
を企画運営する「ひの市民大学」事業を継続実施します。地域の様々な主体と連携し、
多世代の交流を促進することで、市民の生きがいと健康を増進させ、生涯学習支援を
行います。 

   

【担当部署】  中央公民館 
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1205 成人・高齢者事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
高齢者の方々の知識と経験を活かしながら、多世代交流ができる講座内容等を実施す
ることで、高齢者の生きがいづくりを行います。 

   

【担当部署】  中央公民館 

 

1206 福祉センターの運営 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
主に高齢者や福祉団体等に健康増進、文化教養の向上、レクリエーション等の場とし
て利用されている施設で、市内に４施設あります。今後も利用促進の取り組みを進め
るとともに、施設のあり方については、公共施設等総合管理計画を踏まえ、長寿命化
や複合化を検討します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

1207 高齢者慶祝事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
100 歳を新たに迎えられる高齢者に、「長寿のお祝い」を贈呈します。 
 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

1208 在宅高齢者ケアサービス事業補助 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
日野市社会福祉協議会が実施する、日常生活に支障のある在宅高齢者に対し、家事援
助サービスを市民が有償で提供する「在宅高齢者ケアサービス」事業を助成します。 
介護予防・日常生活支援総合事業における生活援助では対応できない部分を補完する
サービスとして、継続します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用者数 474人 413人 未定 450人 460人 470人 
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（３）地域の支え合い体制の整備・充実 

1301 生活支援体制整備事業の実施 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【拡充】 
生活体制整備事業は、暮らしやすい地域づくりのために、生活支援ニーズ（困りご

と）の把握、地域資源の開発、生活支援サービスの担い手である住民の社会参加の支
援を生活支援コーディネーターがサポートし取り組む事業です。 

互近助サービスちょこすけの登録団体を増やすため、生活支援コーディネーターと
連携し、立上げ支援に取組みます。 

第 1 層協議体、第 2 層生活支援コーディネーター連絡会をとおして、フレイル対策
や社会資源の創出に取組みます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

活動団体数    20 22 24 

 

1302 民生委員・児童委員協議会 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
民生委員・児童委員を相談協力員として位置づけ、地域包括支援センターと連携し

て地域の見守りを行っていきます。 
欠員が生じている地区の民生委員の確保に努めます。 

   

【担当部署】  福祉政策課、高齢福祉課 

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

①定数    ①100% ①100% ①100% 

 

1303 高齢者見守り支援ネットワークの充実 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
高齢者人口の増加とともに、高齢者の単身世帯数や高齢者夫婦世帯数の割合も増加し
ています。さらに、地域のつながりの減少や家族関係の希薄化など、地域の支え合い
機能も低下しつつある状況において、高齢者の見守りは、地域包括ケアシステムの一
翼を担う重要な取り組みといえます。 
高齢者見守り支援ネットワークは、虐待、徘徊、孤立死等の高齢者の異変を早期に発
見するとともに、フレイル、認知症、一人暮らしなど地域の中で孤立しがちな高齢者
を地域全体で見守り、支え合う仕組みです。 
複数の目で見守る仕組みである協力事業所やふれあいサロン、地域独自の見守り方法
など、多種多様な見守りネットワーク体制の充実を図るとともに、1 対 1 の見守り体
制を引き続き充実させます。 
また、見守り支援ネットワーク事業の一環として、AI・IoT 等の先端技術を用いた見
守りシステム、スマホ・タブレットを活用した地域単位での見守り方法も検討します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

対象高齢者数 
見守推進員数 
協力事業所数 

72人 
152人 
472所 

65人 
167人 
463所 

76人 
167人 
470所 

80人 
170人 
480所 

85人 
175人 
485所 

90人 
180人 
490所 
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1304 はつらつ・あんしん調査 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
はつらつ・あんしん調査は、介護保険の認定を受けていないなどの要件を満たす 75
歳以上の高齢者を対象に実施する生活実態や緊急時の連絡先を把握するためのアン
ケート調査です。調査の結果は、地域包括支援センターや民生委員などとも共有し、
見守り、熱中症予防対策、緊急時対応などに役立てています。 
今後も調査を継続的に実施し、高齢者の生活実態の把握に努めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

1305 高齢者見守り・声掛け支援（ごみ収集時） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
見守りを必要とする高齢者を可燃ごみの排出を通じて安否確認し、さりげない見守り
活動を行うことを目的としています。毎週 2 回の可燃ごみ収集日に排出の有無を確認
し、3 回連続して排出が無い場合は地域包括支援センターへ連絡します。また、声掛
けが必要な方に対しては、ごみ回収時に必ず声掛けを行い、安否確認を行います。連
絡なしでの不安など、安否確認ができない場合には、地域包括支援センターへ連絡し
ます。 

   

【担当部署】  ごみゼロ推進課 
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柱２：介護を支える担い手の確保と介護保険事業サービスの充実  

 

【施策体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

 

 

（１）介護人材の確保 

2101 介護人材確保事業の実施 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
介護サービスを担う職員の確保が困難になっている現状を踏まえ、介護人材の確保と
育成が求められています。 
介護人材の裾野を広げるため研修等を実施し、研修後は市内介護事業所への雇用を促
進させ、人材確保につなげます。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

雇用者数 19 人 4 人 
未実施 

15 人 15 人 15 人 

研修受講者 57 人 26 人 60 人 60 人 60 人 

 

2102 資格取得支援事業の実施 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
介護人材の確保が困難になっているため、介護に係る資格取得に向けて、介護の資格
取得(初任者研修など）の費用補助を行っています。今後は有資格者の人材確保と介
護の質を高めていきます。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

資格取得者 54 人 67 人 
補助金 
支払時期 
未到来 

40 人 40 人 40 人 

  

２．介護を支え

る担い手の確保

と介護保険事業

サービスの充実 

施策の柱 施策の項目 事業（事業番号） 

（１）介護人材の確保 2101～2103 

（２）居住系サービスの充実 2201～2203 

（３）施設サービスの充実 2301～2304 

（４）サービスの質の確保と向上 2401～2409 

（５）介護家族支援 2501～2502 
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2103 福祉人材育成研修等事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
職種・階層別の介護・保育・障害等施設および事業所（以下「施設等」という。）の従
事職員に対する受講しやすい条件を整えた研修会の実施、施設等への就労を目的とし
た「福祉のしごと相談会・見学会」の実施、若い福祉人材と市内施設等との橋渡し事
業などを実施します。 
従事者のスキルアップ、施設等への定着の促進、新たな人材の確保等を支援すること
で、施設等の厳しい人材確保状況の緩和を目指します。 

   

【担当部署】  連携部署・福祉政策課・介護保険課・障害福祉課 

 

（２）居住系サービスの充実 

2201 特定施設入居者生活介護（有料老人ホーム等における介護）（予防含む） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
有料老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）等に入所している方に対して、入浴、
排泄、食事などの介護、その他日常生活上の支援を行う居宅サービス(居住系) で、
引き続き実施します。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
定員数 

11 施設 
557 人 

11 施設 
557 人 

11 施設 
567 人 

1１施設 
567 人 

1１施設 
567 人 

1１施設 
567 人 

 

2202 地域密着型特定施設入居者生活介護 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
定員 29 人以下の有料老人ホーム等に入所している方に対して、入浴、排泄、食事な
どの介護、その他日常生活上の支援を行う地域密着型サービス（居住系）で、引き続
き実施します。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
定員数 

1 施設 
28 人 

１施設 
２８人 

１施設 
２８人 

１施設 
２８人 

１施設 
２８人 

１施設 
２８人 

 

2203 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）（予防含む） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症の方が少人数で共同生活を営み生活する拠点です。入所している方に対して、
入浴、食事等日常生活上の支援、機能訓練などを行う地域密着型サービス（居住系）
で、引き続き実施します。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
定員数 

9 施設 
117 人 

9 施設 
117 人 

10 施設 
135 人 

10 施設 
135 人 

10 施設 
135 人 

10 施設 
135 人 
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（３）施設サービスの充実 

2301 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
常時介護が必要で、自宅等での生活が困難な方が入所し、日常生活上必要な支援や介
護、機能訓練などを行う施設サービスです。（定員 30 人以上の施設）。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
床数 

７施設 
701 床 

7 施設 
701 床 

7 施設 
701 床 

7 施設 
701 床 

7 施設 
701 床 

7 施設 
701 床 

 

2302 介護老人保健施設（老人保健施設） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
病気やけがなどの治療後在宅復帰を目指す方が入所し、看護や医学的管理下における
介護、リハビリテーションなどを行う施設サービスで、引き続き実施します。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
床数 

５施設 
549 床 

５施設 
549 床 

５施設 
549 床 

5 施設 
549 床 

5 施設 
549 床 

5 施設 
549 床 

 

2303 介護医療院(旧介護療養型医療施設（療養型病床群等）) 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【介護医療型医療施設から制度移行】 
慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管理が必要な重介護者の
受け入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」の機能を兼ね備えた
施設サービスです。 

   

【担当部署】  介護保険課 

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
床数 

   
1 施設 
78 床 

1 施設 
78 床 

1 施設 
78 床 

 

2304 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
定員 29 人以下の特別養護老人ホームで、日常生活上必要な支援や介護、機能訓練な
どを行う地域密着型サービス（施設サービス）です。 

   

【担当部署】  介護保険課 
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（４）サービスの質の確保と向上 

2401 要支援認定・要介護認定の適正化（介護給付適正化事業） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
要支援、要介護認定事務の適正な実施（要介護認定の平準化）を確保するため、研修
等による調査員のスキル向上に努めます。 
ばらつきのある調査項目や特記事項の記載方法に重点を置いた調査員研修を実施し
ます。 
厚生労働省の調査員向け研修（e-ラーニングシステム）の受講を委託先調査員に促し
ます。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

研修受講者数

（e-ラーニング

登録者数含む） 

12 人 24 人 5 人 50 人 50 人 50 人 

 

2402 ケアプラン点検（介護給付適正化事業） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
日常生活圏域（4 圏域）ごとに、地域包括支援センター及び市内居宅介護支援事業所
の主任介護支援専門員と連携し、地域のケアマネジャーが作成したケアプランに対し
て指導・助言を行います。受給者が真に必要とするサービスを確保するとともに適切
なケアプランの作成に向けて、ケアマネジャーの支援を引き続き行います。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

ケアプラン 
点検件数 

5 件 6 件 未実施 5 件 5 件 5 件 

 

2403 福祉用具購入・住宅改修の訪問調査（介護給付適正化事業） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
利用者宅を訪問し、住居の状態を確認することにより、利用者の心身状態にあうよう
福祉用具の購入や住宅改修の必要性等を利用者及び事業者に助言をします。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

訪問回数 34 件 35 件 4 件 50 件 50 件 50 件 
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2404 縦覧点検・医療情報との突合（介護給付適正化事業） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
受給者ごとに複数月にまたがる支払い状況を確認し、医療保険情報との突合により、
請求内容の誤りや重複請求を防ぎ、介護給付の適正化に努めます。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

突合回数 12 回 3 回 未実施 12 件 12 件 12 件 

 

2405 介護給付費通知の発送（介護給付適正化事業） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
サービス利用者や家族に対して、介護給付の内容と説明資料を送付し、不正請求の発
見と介護保険制度及び介護給付の適正化への理解を促します。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

発送回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 

 

2406 事業者に対する指導・助言 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
適切な事業運営や介護報酬の請求等について、事業者に正確な理解を促すため、連絡
会や指導（実地指導・集団指導）を行い、利用者に適正でより良いサービス提供がで
きるよう事業者を支援し、サービスの質を確保するとともに介護給付の適正化に努め
ます。 

   

【担当部署】  福祉政策課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

連絡会 

開催回数 
１回 １回 １回 10 件 １０件 10 件 

 

2407 サービス事業者連絡会の開催 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
サービス水準の向上を図ることを目的に、定期的に連絡会を開催します。今後も引き
続き、市からの情報発信や事業者間での情報共有及び連携が図れるよう事業者支援を
行います。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

開催回数 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 1 回 
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2408 福祉サービス第三者評価受審費補助事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
評価結果によってサービスの質の向上を図ります。また、福祉サービス提供事業者に
対して、受審に係る費用を補助し、円滑に受審できるよう引き続き支援します。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

受審施設数 3 回 5 回 未実施 6 施設 6 施設 6 施設 

 

2409 生計困難者に対する利用者負担額軽減事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
低所得で生計が困難な方が、経済的理由からサービス利用を控えることがないよう、
社会福祉法人及びサービス提供事業者が利用者の自己負担額を軽減し、その一部を市
が補助します。また、軽減事業実施事業者の拡大に努めます。 

   

【担当部署】  介護保険課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

対象者数 40 人 38 人 33 人 40 人 45 人 50 人 

 

 

（５）介護家族支援 

2501 家族介護者支援（ヤングケアラーを含む） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
家族を介護されている方が、ご家族同士の交流を通じて、様々な問題や悩みなど日ご
ろの思いを語り合い、介護のヒントと安心感を得られる憩いの場として地域包括支援
センターが中心となり、市内を４つの圏域に分けて実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

2502 家族介護慰労金支給事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
１年以上介護サービスを利用せず要介護４・５の高齢者を介護する家族（非課税世帯）
に対して、慰労金（年 10 万円）を支給します。今後も事業の周知を図ります。 

   

【担当部署】  介護保険課 
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柱３：高齢者のフレイル予防と介護予防の推進  

 

【施策体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                           

   

 

 

 

（１）フレイル予防の推進 

3101 地域で支える健康づくりの推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
高齢社会を地域で支えるための「健康づくり」を推進するため、高齢者が地域で継続
して運動に取り組めるよう情報発信をしていきます。 

   

【担当部署】  健康課 

 

3102 日野人運動事業と地域介護予防活動支援事業（ひの筋体操等）との連携 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
日野人運動事業では、場所や定員等により参加できない人がいるため、多くの方が運
動できる事業が求められています。 
そのため、行政が主体的に行っている体操事業を地域で住民が自主的に行えるよう関
係機関と連携を図り、より多くの方が体操を行えるよう地域介護予防活動支援事業と
あわせて調整を図ります。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

3103 高齢者が気軽に参加できるスポーツ事業の推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
スポーツ推進委員により、高齢者が気軽に参加できる、ちょこっとウォーキング事業
の実施やニュースポーツの指導・普及を推進します。 

   

【担当部署】  文化スポーツ課 

  

３．高齢者のフ

レイル予防と介

護予防の推進 

施策の柱 施策の項目 事業（事業番号） 

（１）フレイル予防の推進 

  の推進 

3101～3108 

（２）介護予防・重度化予防の推進 3201～3204 
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3104 日野市市民の森ふれあいホール及び南平体育館の活用 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
日野市市民の森ふれあいホールの指定管理者が実施する、カルチャー＆スポーツ教室
の参加者増加を促進します。 

   

【担当部署】  文化スポーツ課 

 

3105 身障高齢者機能回復助成事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
身体障害者手帳（1～6 級）を所持している 70 歳以上の方に、あんま・マッサージの
施術券を発行します。 
指定施術院の加入する日野市視覚障害者協会と連携し、引き続き実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用枚数 3,418 枚 3,242 枚 806 枚 - - - 

 

3106 高齢者の食生活改善事業（フレイル予防） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
通いの場において高齢者の食生活改善に関する基本的な知識の普及啓発に取り組み
ます。また、フレイル予防や低栄養予防についての普及啓発を行います。 

   

【担当部署】  高齢福祉課・健康課 

 

3107 介護予防・フレイル予防普及啓発事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
高齢者の生活機能が低下しないよう介護予防・フレイル予防に資する基本的な知識の
普及啓発や運動をはじめるきっかけづくりを目的とした体操教室や講座等を開催し
ます。また、オンラインや動画を活用し、自宅で介護予防・フレイル予防を実施でき
る仕組みを合わせて実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

3108 地域介護予防活動支援事業の推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
現在活動している団体の活動継続及び新規団体の増加を促すため、動機づけとなる企
画や仕組み作りが必要となります。フレ筋アップ教室等、市の運動事業へ参加した市
民への呼びかけを強め、新規団体数の増加及び活動参加者数の増加を狙います。また、
既存団体の活性化を図っていくため、専門職との連携を強化して既存団体へ派遣する
回数を増加させます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

地域介護予防 
活動団体数 

48 48 48 50 52 54 
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（２）介護予防・重度化予防の推進 

3201 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
東京都後期高齢者医療広域連合から受託し保険年金課、高齢福祉課、健康課が 
連携し、高齢者の健康寿命を延伸し、医療費や介護給付費を増大させないこと 
を目的に実施する事業です。 
後期高齢者の医療（レセプト等）と健診結果と介護情報に関するデータシステム（KDB
システム）等を活用し、地域の健康課題を明確化し、フレイルリスクの高い対象者を
抽出します。 
健康課題がある高齢者に対して個別に介入するハイリスクアプローチと、高齢者の
集まりを活用し、フレイル予防に関する健康教育や相談を行うポピュレーションア
プローチを行います。 
後期高齢者のフレイル予防に取組みます。地域の通いの場での、専門職による健康教
育、健康相談会を実施します。 

   

【担当部署】  健康課・保険年金課・高齢福祉課 

 

3202 通所型サービスＣ事業（短期集中予防サービス）  

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【新規】 
生活機能改善のため、運動器の機能向上や栄養改善等に資するプログラムを提供す
る事業を検討します。 

   

【担当部署】   

 

3203 介護予防・生活支援サービス事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
心身状態や生活機能の低下が見られ、支援を要する方に、介護予防を主な目的として
訪問サービス、通所サービスを提供します。日野市では、「重点ケア型」「混合ケア型」
「生活援助型」の３種類のサービスにより、利用者の方の心身状態等に応じ、きめ細
やかなサービスの提供を行います。 

   

【担当部署】  介護保険課 

 

3204 口腔機能低下予防の推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続・見直し】 
通いの場での口腔機能低下予防の普及啓発に取り組みます。 

   

【担当部署】  健康課・高齢福祉課 
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柱４：在宅療養体制の推進  

 

【施策体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）患者やその家族をとりまく療養環境の整備 

 

4101 在宅療養高齢者支援相談窓口 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
在宅療養高齢者支援窓口は、在宅療養に関する相談や情報提供、入退院調整、在宅療
養を継続するために必要な関係機関との連携・調整などを行う窓口です。 
在宅療養患者やその家族が安心して在宅での療養生活を継続できるよう、関係機関
と連携・協力し、在宅療養患者等への支援を行います。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用者数 1,482 人 1,164 人 
210 人 

（4-5 月
分） 

人 人 人 

 

  

４．在宅療養 

体制の推進 

施策の柱 施策の項目 事業（事業番号） 

（１）患者やその家族をとりまく 

療養環境の整備 

（２）医療と介護の有機的な 

ネットワークの整備 

4101～4107 

4201～4204 
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4102 在宅医療・介護関係者の研修（医療と介護の連携推進勉強会） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
医療と介護の連携推進勉強会は、市又は地域包括支援センターが主催し、医療と介護
の専門多職種が参加する勉強会です。 
専門多職種間の相互コミュニケーションの円滑化を図る有効な手段として、勉強会の
開催を継続し、緊密な連携体制を構築します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

第１段階勉強
会（市主催）
の開催数 

（３回） （４回） 

１回 １回 １回 １回 

第２段階勉強
会（市主催）の
開催数 

 
０回 ３回 ３回 ３回 

第３期圏域勉
強会（地域包
括支援センタ
ー主催）の開

催数 

 

11 回 13 回 回 10 回 10 回 10 回 

 

4103 在宅療養の普及啓発 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
在宅療養について、不安や疑問、負担感を持っている方も少なくありません。 
療養が必要になった患者や家族が、病院や施設以外の療養場所として、在宅療養とい
う選択肢があることを知り、必要に応じて選ぶことができるよう、在宅療養に関する
様々な情報をあらゆる媒体を活用し広く市民に発信し、在宅療養の普及啓発を進めま
す。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

4104 二次医療圏内・関係市町村の連携体制の構築 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
市外の医療機関を退院し在宅療養に移行する場合であっても、在宅医療と介護の適切
な支援が行われるよう、二次医療圏内の関係者間における円滑な情報共有の方法やツ
ール作成等について、各市の担当部門や医師会等に設置されている在宅療養相談窓口
と協議・検討を行い、連携体制の構築を進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
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4105 在宅療養高齢者一時入院事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
在宅で療養生活をする医療対応を要する要介護状態の高齢者等が、介護者の入院等に
より在宅生活の継続が困難となった場合に、一時的に医療機関に入院し、適切な医療
を適時受けることができるよう専用の入院病床を確保する事業です。 
在宅療養患者やその家族が安心して在宅での療養生活を継続できるよう、今後も必要
な病床数を確保します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

4106 高齢者緊急一時保護事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
介護者の緊急入院や養護者からの虐待により在宅での生活が困難となった場合に高
齢者を介護施設で一時的に保護（介護）する事業です。迅速かつ円滑に制度の利用が
できるよう、今後も適正な数の介護施設と受入れに関する契約を締結します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

4107 高齢者緊急一時保護（シェルター確保）事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
高齢者緊急一時保護（シェルター確保）事業は、養護者からの虐待を受けた高齢者を
一時的に保護（介護）するための施設の居室を通年で確保する事業です。迅速かつ円
滑に制度の利用ができるよう、今後も適正な数の居室の確保をします。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
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（２）医療と介護の有機的なネットワークの整備 

4201 在宅高齢者療養推進協議会（検討部会）の開催 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
在宅高齢者療養推進協議会は、在宅療養に関する課題の検討等を行う会議体です。ま
た、協議会の下に検討部会を設け、在宅療養の推進に資する様々なより具体的な取組
みの検討・企画・運営をしています。 
今後もこのような会議での検討を通じて、効果的な在宅療養の推進の取組みを進めま
す。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

4202 医療と介護の連携支援ツールの普及 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
医療と介護の連携支援ツールとして、医療と介護の関係者が高齢者の支援に必要な情
報を円滑にやり取りするための市の統一様式である、介護と医療の連携シートや多職
種連携ガイドを市内の関係者間で運用しています。医療と介護の連携体制を推進・強
化するため、このような連携支援ツールの普及啓発の取組みを今後も継続し、関係者
が更に使いやすいと感じるような医療と介護の連携シートの改善、多職種連携ガイド
のデザインのリニューアル等を通して、更なる利用促進を図ります。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

4203 ICTを活用した情報ネットワークの構築 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
市民が安心して在宅で療養ができるように、医療や介護サービスの多くの専門職がリ
アルタイムに情報を共有し充実したサービスを提供するため、非公開型医療介護専用
SNS である「MCS（メディカルケアステーション）」を活用した情報連携ネットワーク
の構築を進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

登録者数 110 人 130 人 130 人 人 人 人 

 

4204 保健師の専門性を活かしたコーディネート機能の促進支援の充実 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
保健師が、全ての住民の健康の維持増進を支援する専門職としてその専門性を発揮で
きるように、配置、人材育成、評価、活動方針を整備し、地域活動や訪問活動に力を
入れ、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう進めてまいります。 
さらに地域の専門職等との多職種連携を推進し、地域の人的・社会的資源の活用を念
頭に入れた支援を進めます。 

   

【担当部署】  健康福祉部・市民部 
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柱５：認知症の当事者とその家族を「共生」と「予防」の両面で

支える仕組みの充実  

 

【施策体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                            

 

 

 

 

（１）認知症の早期診断、早期対応および相談体制の充実 

5101 認知症の人と家族を支える機関との連携 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症が今後更に増加していくという将来予測を踏まえ、認知症の早期診断、適切な
医療及び介護の提供、相談体制の確立が求められています。 
地域包括支援センターと連携し、事業の周知に取り組みます。 
また、認知症初期集中支援チーム連携会議を定期に実施し、チーム間での連携に取り
組みます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

認知症初期集
中支援チーム
利用者数(実

人数） 

15 人 11 人 人 人 人 人 

 

5102 認知症地域支援推進員による認知症の人や家族の視点を重視した取組みの推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症地域支援推進員は、認知症に関する正しい知識の普及啓発、認知症の人や家族
に対する個別支援、関係機関とのネットワークづくり等を重点的に行う専門員とし
て、各地域包括支援センター、認知症疾患医療センター多摩平の森の病院に１人ずつ、
市内に計 10 人配置しています。 
今後も認知症地域支援推進員を中心に認知症の人や家族の視点に立った地域づくり
を進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

５．認知症の当

事者とその家族

を「共生」と

「予防」の両面

で支える仕組み

の充実 

施策の柱 施策の項目 事業（事業番号） 

（１）認知症の早期診断、早期対応 

および相談体制の充実 
5101～5103 

（２）認知症の周知啓発と共生への 

理解促進 
5201 

（３）認知症当事者及び介護者への 

支援 
5301～5310 

（４）若年性認知症対策の推進 5401～5402 
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5103 認知症支援コーディネーター 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症支援コーディネーターは、認知症地域支援推進員による個別のケースの後方支
援や認知症対策推進会議の開催等、医療専門職の視点に基づく助言やコーディネート
を行う認知症の専門員です。認知症地域支援推進員と連携し、認知症の人と家族の支
援に取り組みます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

（２）認知症の周知啓発と共生への理解促進 

5201 認知症サポーターの養成 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症の人が住み慣れた地域でその人らしく暮らし続けていくためには、地域や職域
などで認知症への理解を深めてもらうことが重要です。 
認知症サポーターは、認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る応援
者です。認知症であっても、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らすことができ
るよう、認知症サポーターの養成を更に推進し、認知症高齢者にやさしい地域づくり
を進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

認知症 
サポーター数 
（延べ数） 

20,564 人 21,879 人 21,934 人 24,000 人 25000 人 26000 人 

 

（３）認知症当事者及び介護者への支援 

5301 認知症高齢者 SOSネットワーク 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
認知症により徘徊のおそれのある高齢者を、家族等の同意を得て事前に登録してもら
い、登録した情報を地域包括支援センターや日野警察と情報共有するものです。徘徊
発生時には市、地域包括支援センター、日野警察のほか、市内の様々な事業所と情報
を共有することで高齢者の早期発見・保護に努めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

高齢者徘徊
SOS ネットワ
ークの登録者
数（延べ数） 

271 人 351 人 人 400 人 450 人 500 人 

徘徊高齢者情
報配信メール
登録者数 

 
1890 人 2005 人 人 2050 人 2100 人 2150 人 
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5302 徘徊高齢者等探索サービス事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
徘徊行動の見られる認知症高齢者等の家族に GPS を貸し出し、万が一の時対象者の
現在位置を探索することで、高齢者の迅速な保護に繋げ、事故の防止を図ります。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用者数 95 人 135 人   150 人 170 人 190 人 

 

5303  家族介護者交流会 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
家族を介護されている方が、ご家族同士の交流を通じて、様々な問題や悩みなど日頃
の思いを語り合い、介護のヒントと安心感を得られる憩いの場として地域包括支援セ
ンターが中心となり、市内を４つの圏域に分けて実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

5304 認知症当事者及び介護者の支援と認知症バリアフリーの推進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症の方を介護している家族の中には、周りの助けや理解を得られず、「孤立感」
を感じている人も少なくありません。認知症当事者及び介護者の支援及び認知症バリ
アフリーの推進のため、オレンジ広場（認知症カフェ）は、認知症の人や家族、地域
の人などが気軽に立ち寄る「つどいの場」です。地域の中で孤立しがちな認知症（若
年性認知症）の人や家族がいつでも気軽に参加し、専門家への相談や地域の人との相
互交流を通して、介護負担の軽減や悩みを解消したり、地域で支え、見守る活動を進
めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

5305 チームオレンジの設置 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
認知症の人や家族を地域全体で見守り・支えていくためには、その担い手となり得る
人材を育成し、地域で活躍してもらう仕組みづくりが必要です。 
チームオレンジは、認知症サポーターの活動をさらに前進させ、地域で暮らす認知症
の方やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを結びつける取組みです。 
認知症の方やその家族を支える地域の担い手となる人材を養成し、支援ニーズと結び
つけることで、認知症の方がより暮らしやすい地域づくりを進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

チームオレン
ジ設置数 

0 か所 0 か所 0 か所 1 か所 1 か所 1 か所 
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5306 認知症検診事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
65 歳の 4 人に 1 人が認知症またはその予備軍とされ、特に 75 歳から有病率が急上昇
します。対象者を 70 歳から 79 歳に定め、認知症検診を推進して早期発見対応に繋が
るようにします。併せて認知症に関する正しい知識の普及啓発を進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

認知症検診 
受診率 

5% 4%  18% 19% 20% 

 

5307 認知症を知る月間の開催 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
９月 21 日の「世界アルツハイマーデー」に合わせ、平成 26 年度から毎年９月を「認
知症を知る月間」とし、市民の認知症への理解促進や家族介護者への支援等を目的と
して、様々なイベントを開催しています。今後も、市民が認知症に対する知識と理解
を深め、認知症の方や介護者が暮らしやすい地域づくりを推進するため、取組みを継
続します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

5308 認知症ケアパスの充実 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
自分でできる「認知症チェックリスト」等を掲載した「認知症ガイドブック」(認知
症ケアパス）を認知症検診事業対象者へ配布し、認知症に関する正しい知識の普及啓
発を推進します。また、認知症検診の結果により、認知機能障害の疑いとなった方へ
の相談先の周知や専門医療機関の案内、介護サービスの紹介や進行予防の啓発などの
情報が整理された冊子です。今後も認知症当事者の方やその家族の方のご意見や関係
者からの意見を踏まえ、掲載内容を改定します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

5309 認知症かかりつけ医等の充実 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
かかりつけ医、かかりつけ歯科医、かかりつけ薬局等の認知症対応力の向上により、
認知症の早期診断と適切な医療および対応を促進することが期待されます。日野市医
師会等関係機関と連携し研修を実施します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

認知症検診実
施医療機関数 

34 か所 37 か所 38 か所 か所 か所 か所 
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5310 本人ミーティングの実施 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
認知症当事者の方々の意見を聞く場の設定を行います。視点を重視したやさしい地域
づくりを推進するため、カフェなど、気軽に出かけることのできる場所を提供、当事
者同士で率直に話し合う場をつくり、当事者の方々の意見を聞くことで、認知症の方
がより暮らしやすい地域づくりを進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

開催回数    ６回 ６回 ６回 

 

（４）若年性認知症対策の推進 

5401 多摩若年性認知症総合支援センター等との連携 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
市内に東京都多摩若年性認知症総合支援センターが設置されている地域特性を活用
し、同センター等と連携して、若年性認知症支援に取り組みます。またセーフティネ
ットコールセンターや障害福祉課とも連携し、就労支援等にも取り組みます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

5402 企業向け認知症サポーターの養成 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
多摩若年性認知症総合支援センターと連携し、市内企業において企業向け認知症サポ
ーター養成講座を開催し、若年性認知症への理解促進を図るとともに、若年性認知症
の方が働き続けられる環境づくりを進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

企業向け認知
症サポーター
養成講座開催

数 

3 回 6 回 1 回 5 回 5 回 5 回 
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柱６：高齢者が尊厳を保持し、いきがいを持って安全・安心して

暮らせる支援の充実   

 

【施策体系】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）就労や社会参加の促進 

6101 シルバー人材センターの取組みへの支援 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
高齢者自らが社会を支える担い手として活躍することが期待されています。シルバー
人材センターでの高齢者の就労は、地域や社会に関わる機会にもなり、生きがいの創
出や地域活性化の期待もできます。 
シルバー人材センターは、高齢者が、その知識及び経験を活かして生きがいを持って
暮らしていけるよう、仕事を通じて様々な社会参加の機会を提供しています。 
市内の事業所や企業においても、保育や介護などを始めとする様々な分野で働く担い
手が不足しており、働く意欲のある高齢者が求められています。市では、日野市シル
バー人材センターが行う取り組みを引き続き支援することで、高齢者の就労と社会参
加を促進します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

会員数 

就業実人数 

就業率 

1,534 人 
1,259 人 
82.1％ 

1587 人 
1,307 人 
82.3％ 

公表なし 
1,600 人 
1,360 人 
85.0％ 

1,616 人 
1,375 人 
85.1％ 

1,632 人 
1,390 人 
85.2％ 

 

  

６．高齢者が尊

厳を保持し、い

きがいを持って

安全・安心して

暮らせる支援の

充実 

施策の柱 施策の項目 事業（事業番号） 

（１）就労や社会参加の促進 6101～6103 

（５）福祉のまちづくりの推進 

6201～6209 

6301～6310 

（２）住まいの支援 

（６）災害対策 

（４）権利擁護の推進 

（３）日常生活の支援 

6501 

6401 

6601～6603 
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6102 介護サポーター制度 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
高齢者が、介護保険施設等に対するボランティア活動や体操・運動活動の支援といっ
た介護サポーターの活動を通じて、元気に暮らせることを目的とし、高齢者自身の社
会参加活動を促します。また、介護サポーターの活動は、介護予防に資するため、サ
ポーターへの参加者が増えるよう啓発事業を行 います。介護サポーターが行ったボ
ランティア活動に対し、活動ポイントを付与しその実績に応じて、交付金に転換する
ことが可能です。令和６年度以降はコロナ禍からの回復を目指します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

交付金 
申請者数 

37 人 31 人 28 人 40 人 45 人 50 人 

 

6103 高齢者ボランティアの相談・紹介システムの整備支援 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
日野市社会福祉協議会に運営費補助金を支出することで、ボランティアセンターの運
営を支援するものです。 
これにより、地域の元気な高齢者が活躍する場を創出し、地域を支える人材となって
もらうことで「互助のまちづくり」の実現を目指します。 

   

【担当部署】  福祉政策課 

 

（２）住まいの支援 

6201 シルバーピア事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
住宅に困窮しているひとり暮らし高齢者または高齢者のみの世帯で、自立して日常生
活のできる方に対して、高齢者向けに配慮された設備や緊急通報システムを備えた集
合住宅を提供しており、引き続き市内に 10 棟 243 戸を運営していきます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
戸数 

１２棟 
２７８戸 

１２棟 
２７８戸 

１０棟 
２４３戸 

１０棟 
２４３戸 

１０棟 
２４３戸 

１０棟 
２４３戸 

 

6202 サービス付き高齢者向け住宅 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【見直し】 
バリアフリー構造等を有し、安否確認や生活相談等のサービスの提供が受けられる
「サービス付き高齢者向け住宅」を民間事業者が設置・運営するものです。 
なお、日野市では、充足しているため、供給の促進は行いませんが、登録制のため設
置数の総量規制は、行いません。令和５年度末設置状況 ６棟 182 戸 

   

【担当部署】  介護保険課・高齢福祉課 
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6203 養護老人ホーム 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
65 歳以上の者であって、身体上又は精神上若しくは環境上の理由及び経済的理由に
より、住居において養護を受けることが困難な方が、居住地の首長（福祉事務所が設
置の場合は事務所長）の措置により入所できる施設で、市内には１か所５０床の施設
があります。今後も、措置が必要な高齢者を支援するため、養護老人ホームと連携し
ます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
床数 

１施設 
５０床 

１施設 
５０床 

１施設 
５０床 

１施設 
５０床 

１施設 
５０床 

１施設 
５０床 

 

6204 軽費老人ホーム（ケアハウス） 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【拡充】 
高齢のため独立して生活をするには不安が認められる者、または、自炊ができない程
度の身体機能の低下が認められる者で、家族による援助が困難な高齢者を入所させる
施設で、低額の料金で、食事、日常生活に必要な便宜を提供します。施設は入居者の
自立度により、Ａ型、Ｂ型、ケアハウスの３種類に分かれています。食事の提供を必
要とするＡ型、自炊が原則のＢ型、Ａ型に介護サービスを提供できるケアハウスがあ
ります。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
床数 

１施設 
３０床 

１施設 
３０床 

１施設 
３０床 

１施設 
３０床 

２施設 
（）床 

２施設 
（）床 

 

6205 有料老人ホーム 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【見直し】 
食事の提供その他日常生活上必要な便宜を供与することを目的とする施設です。介護
付、住宅型、健康型の３類型あり、介護付は特定施設（特定施設入居者生活介護）の
事業所指定を受けており、入居者は介護が必要になれば、ホームの提供する入居者生
活介護サービスを利用することができます。住宅型は生活支援サービスが付いてお
り、地域の居宅介護サービスを利用することができます。健康型は、介護保険サービ
スを受けることができません。なお、日野市では、充足しているため、供給の促進は
行いませんが、届出制のため設置数の総量規制は、行いません。 
令和５年度末設置状況 ８棟 455 床 

   

【担当部署】  介護保険課・高齢福祉課 
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6206 東京都高齢者向け優良賃貸住宅への助成 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
高齢者が安心して居住できるように「バリアフリー化」され、「緊急時対応サービス」
の利用が可能な賃貸住宅である「高齢者向け優良賃貸住宅」の事業者に対し、整備や
家賃減額に伴う費用の補助を行うもので、市内には１棟１７戸があります。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

施設数 
屋数 

１棟 
１７戸 

１棟 
１７戸 

１棟 
１７戸 

１棟 
１７戸 

１棟 
１７戸 

１棟 
１７戸 

 

6207 居住支援協議会 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
市・不動産関係団体・居住支援団体が連携を図り、住宅の入居に関して困っている
高齢者等の住宅確保要配慮者に対し、民間賃貸住宅への入居の支援及びその後の安
定して生活できる支援等の取り組みを推進します。 

   

【担当部署】  都市計画課 

 

6208 高齢者民間住宅家賃助成 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 
【見直し】 
民間アパート等に居住する低所得の高齢者世帯に対し、家賃の一部を助成するもので
す。 
令和６年度から制度の見直しを行い、制度の利用促進を進める予定です。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

世帯数 170 件 159 件 150 件 160 件 170 件 180 件 

 

6209 住宅ストック改修補助 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
市内業者の施工する高齢者・障害者等の住宅におけるバリアフリー対応型工事及び耐
震補強工事について、対象経費の一部を助成します。 

   

【担当部署】  都市計画課 
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（３）日常生活の支援 

6301 自立支援日常生活用具給付 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 

【継続】 
介護保険において「非該当」の認定を受けた方及び介護予防・日常生活支援総合事業
「基本チェックリスト」において用具の給付が必要と認められる高齢者に、腰掛便座、
入浴補助用具、歩行支援用具、スロープを給付し、自立を支援する事業です。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

給付件数 ０件 １件 ０件 件 件 件 

 

6302 自立支援住宅改修給付 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
日常生活に支障のある高齢者の住宅を改修し、住環境を整えることで生活の拡大・自
立を図る事業です。介護保険で「非該当」の認定を受けた方及び介護予防・日常生活
支援総合事業「基本チェックリスト」において住宅の改修が必要と認められる高齢者
が対象の予防給付と、要支援以上の方が対象の設備給付があります。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

改修件数 18 件 9 件 5 件 件 件 件 

 

6303 在宅ねたきり高齢者等おむつ給付 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
寝たきり又はこれに準ずる（原則要介護 4・5）在宅高齢者で、失禁や尿漏れなどでお
むつを必要とする方などに、おむつを給付する事業です。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

延利用者数 6,509 人 5,328 人 675 人 人 人 人 
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6304 配食サービス 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【見直し】 
ひとり暮らしの高齢者または高齢者のみの世帯などで、身体および健康上の理由によ
り買い物や調理が困難な方に、バランスのとれた安全な食の確保と安否確認のため
に、食事を配達します。 
今後も栄養改善の必要な高齢者向けに安定した食事の提供及び見守り体制の確保は
必要と考えますが、見守りを含め民間事業者のサービスが充実している現状を踏ま
え、制度の整理、再設計を行います。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

昼配食数 
夜配食数 

58,547 食 
20,595 食 

54,511 食 
23,663 食 

13,798 食 
6,768 食 

再検討 再検討 再検討 

 

6305 福祉移送サービス事業者補助 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
福祉移送サービス事業者補助では、在宅において一般交通機関の利用が困難な者、下
肢が不自由なため外出が困難な者の利便を図るため、福祉車両による移送サービス
を行う福祉有償運送事業者に対し、補助を行います。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

 

6306 ねたきり高齢者訪問理容・美容利用券交付事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
65 歳以上の 3 か月以上自宅で寝たきり状態にある方（要介護４・５）に対して、訪問
による理容・美容が受けられる理美容券を発行します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用枚数 511 枚 489 枚 88 枚 枚 枚 枚 

 

6307 粗大ごみふれあい収集事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
65 歳以上の高齢者のみの世帯、身体障害者手帳 1・2 級の者のみの世帯で、自ら運び
出しが困難で、身近に協力を得ることが困難な方には、収集員が粗大ごみの室内から
の運び出しを行います。 

   

【担当部署】  ごみゼロ推進課 

 

6308 ハンディキャップシール・ボックス事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
ホームヘルパー等の手伝いが必要とされる方のごみ排出を円滑に行うため、ハンディキ
ャップシール・ボックスを使用することによって指定日以外にも排出ができます。 

   

【担当部署】  ごみゼロ推進課 
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6309 救急代理通報事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
65 歳以上のひとり暮らしまたは夫婦等の世帯の高齢者であって、日常生活上、常時
注意を要する状態にある方の緊急事態の発生を外部（東京消防庁）に通報し、生活の
安全を確保します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

利用者数 44 42 42 45 50 55 

 

6310 高齢者補聴器購入費助成金交付事業 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【新規】 
令和 5 年度から聴力機能の低下により友人や家族等とコミュニケーションがとりに
くい高齢者に対し、補聴器の購入に要する費用の一部を助成します。補聴器の早期
利用のきっかけとなり、高齢者の快適な日常生活や社会生活を支援を目指します。 

   

【担当部署】  高齢福祉課 

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

助成回数    100 件 100 件 100 件 

 

（４）権利擁護の推進 

6401 成年後見制度の利用促進 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
成年後見制度の利用促進を図り、市民の権利擁護支援体制を整備します。 
成年後見制度の申立費用や、成年後見人等への報酬負担が困難な方に費用の助成を行
います。この制度では、経済的な負担を理由に成年後見制度の利用ができないことが
ないよう、成年後見制度のＰＲとともに助成制度の普及を図り、成年後見制度の利用
促進につなげます。 
「日野市成年後見制度説明会（相談会）」を開催し、市民や市内事業所等に対して制
度の周知を図り、成年後見制度を必要とする方の利用を促進します。また、調布市、
狛江市、多摩市、稲城市と共同で運営している｢多摩南部成年後見センター｣により、
虐待など複雑な事情を抱えていて資力のない方の法人後見事務を実施することでセ
ーフティネットの役割を果たします。合わせて、成年後見制度を支える市民後見人の
養成、専門職紹介制度の実施、後見人連絡会の開催などを行います。 

   

【担当部署】  高齢福祉課・福祉政策課 

 

（５）福祉のまちづくりの推進 

6501 地域の実情に合った便利で効率的な公共交通網の確立 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
交通空白地域を解消することを通じて、障害者や高齢者の外出を促します。また、地
域の実情に合った公共交通網を確立し、利用しやすいミニバス及びワゴンタクシーの
運行を目指します。 

   

【担当部署】  都市計画課 
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（６）災害対策 

6601 災害時及び災害に備えた地域での避難行動要支援者の支援体制づくり 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【拡充・継続】 
災害時要配慮者である高齢者や障害者で、災害時に避難行動に支援が必要な方の名簿
（避難行動要支援者名簿）に、真に避難支援が必要な方を登録し、名簿の整備を進め
ます。さらに、本人の同意を得た上で自治会等の地域に名簿情報を提供するとともに、
高齢者を支える地域包括支援センター、居宅介護支援事業所等の協力を得て、自助の
意識の啓発や災害時の呼びかけ等を行い、災害時要配慮者を支援する共助の体制づく
りを進めます。 

   

【担当部署】  高齢福祉課・障害福祉課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

実施地区数 地区 地区 地区 地区 地区 地区 

名簿登録 
同意者数 

 3,077 2,917 3,009 3,100 3,200 3,300 

 

6602 福祉避難所の確保 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
災害時に指定避難所等での生活が困難で、特別の配慮やケアを必要とする高齢者や障
害者を対象とした避難所（福祉避難所）を確保します。なお、施設の選定は介護保険
課、障害福祉課が行います。 

   

【担当部署】  介護保険課・障害福祉課・防災安全課 
   

指標 
 第４期（実績値） 第５期（目標値） 

R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度 R８年度 

協定締結施設 24 施設 24 施設 25 施設 26 施設 27 施設 28 施設 

 

6603 災害時応援協定締結の介護事業所の確保 

【概要】 

及び 

【方向性】 

 【継続】 
災害時に、福祉避難所を利用する高齢者や障害者等の安全な避難、安心して避難生活
をおくれる支援を実施するため、介護事業所の専門性を有する人材や保有する施設・
車両等の提供をいただける介護事業所の確保が必要です。このため、介護事業所と災
害時応援協定を締結するなど、協力体制の構築を検討します。なお、施設の選定は介
護保険課、障害福祉課が行います。 

   

【担当部署】  防災安全課・高齢福祉課・介護保険課・障害福祉課 

 


